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論文要旨 
外国人労働者が韓国に入国してもう 25 年が経っている。2012年現在、約 140 万人の外国人が
居住している。外国人労働者の急増とともに、外国人労働者に対する差別や賃金の未払い、虐待
[白井 2007:31]、低賃金、強制労働、賃金遅配、暴力[久永 2011:1]、又不法就労者の増加など
様々な問題が生じた[三本松ら 2009:45]。しかし、韓国の政府は外国人労働者を一時的に滞在
している人、いずれ帰国する人として認識していると考えられる。 
韓国政府は雇用許可制という政策で外国人労働者を法律で守ろうとする態度に見えるが、実
際には予算配分から外国人労働者支援に全く力を入れてないことが分かる。だとすれば、韓国社
会の外国人労働者問題はだれが解決するのか。誰がこういう社会的弱者の外国人労働者に関心を
持って支援するのか。 
韓国では最初に外国人労働者に関心を持って支援した団体もキリスト系団体だったし、その
数も 90%以上で相当に多い。そこで、韓国の外国人労働者支援において、キリスト系支援団体は
大きな役割を果たしていると考えられる。韓国において、劣悪な労働環境下で働いている外国人
労働者の問題点を把握し、行政の踏み込めない部分に対して民間団体と教会がどのように支援活
動を行っているか、どういう役割を果たしているかを検証し、最後に行政と民間団体の両方が踏
み込めない部分に対して、キリスト教会の特徴的な役割を明らかにすることが本研究の目的であ
る。 
 本研究は既存の先行論文と関連資料、インターネット情報に依拠した文献研究である。韓国に
おける外国人労働者支援を三つのグループ、行政、民間団体、キリスト教系支援団体に分けて検
討してみた。結果として、民間団体は行政の踏み込めない部分、不法滞在者支援、政策提言を行
っている。キリスト教系支援団体は民間団体が行っている支援活動を行っている以外に宗教活動
支援も行っている。宗教活動は行政と民間団体が両方踏み込めない部分、不安感を癒す効果があ
り、キリスト教信者と牧師は外国人労働者にとって、家族のような精神的支えになる存在である
ということが明らかになった。また、行政の予算を超える部分に対しても、経済的支援を含めて、
その役割を果たしている。 
 以上のように、キリスト教系支援団体は、韓国における外国人労働者支援に対して大切な役割
を果たしている。 
 
＜キーワード＞：外国人労働者、行政、民間支援団体、キリスト系支援団体、支援 
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Immigrant workers entered to South Korea that has already passed for 25 years. About1.4million 
immigrant workers live in Korea right now. Many immigrant workers are infringed on human rights. 
We found that the Korean government not focused on support immigrant workers. Korean government 
focused on transnational marriage and family. So many finance has used on transnational marriage 
and family. But, Christian support organization and Private support organization are very active in 
supporting immigrant workers. Christian support organization supported immigrant worker for the 
first time in Korean society. 
This research goal is that Christian support organization's  role and Private support organization's 
role about Korean Government cannot support part for immigrant worker's support. 
As a result, Private support organization has supported illegal immigrants and immigrant worker's 
policy refinement activity about Korean Government cannot support part for immigrant workers. 
As another result, Christian support organization has supported about immigrant worker's mental 
health with religious activity. Christian and Pastors are like family about help immigrant workers. 
Christian support organization has supported about Korean government cannot support part because 
of finance problem.  
Christian support organization is very important role about immigrant worker's support in Korean 
society. 
 
<keywords>：Immigrant workers, Koran Government, Private support organization, Christian support 
organization ,support  
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序論     
研究背景と研究目的 
現在の韓国社会は法務部（省）の発表によれば、2011 年
現在、約140万人の外国人が居住しているし、「外国人百万
人時代」そして「多文化社会」といった表現が頻繁に使用
されるようになった[キム 2008:1]。つまり、歴史的及び
伝統的に「白衣民族」と表現される単一民族を誇ってきた
韓国社会は、経済発展と国際結婚などで多くの外国人を受
け入れるようになり、単一民族神話はだんだん崩れるよう
になった[キム 2008:1-2]。 
韓国社会では国際結婚移住者よりも外国人単純労働者の
占めている比率が高い。その理由として「漢江の奇跡」と
いわれる急速な経済発展、GNPの増加、賃金水準の上昇等に
より、1988 年のソウル・オリンピック開催前後には、製造
業中心に労働力不足の問題が生じ、その後、徐々に外国人
労働者が受け入れられるようになっていった[白井 2010：
160]。また、1992 年から中国との国交正常化によって、中
国在住の朝鮮族の人たちが韓国に入国するようになった
[朝倉ら 2010：2]。朝鮮族は朝鮮語を母語としている民族
である。韓国人と言葉が通じているし、同じ文化背景を持
っている。また、韓国と中国間の所得格差で韓国へ出稼ぎ
目的で入国する朝鮮族が多い。そのような背景の中、外国
人労働者の移住が急増してきた[朝倉ら 2010：2]。 
外国人労働者の急増とともに、外国人労働者に対する差
別や賃金の未払い、虐待[白井2007:31]、低賃金、強制労働、
賃金遅配、暴力[久永 2011:1]、又不法就労者の増加など
様々な問題が生じた[三本松ら 2009:45]。しかし、韓国政
府は1991年まで外国人労働者管理に対する政策は全く展開
していなかった。その時まで、すべての未熟練移住労働者
は未登録状態であった[Kevin・チォ 2004:102]。 
韓国は外国人労働者政策として1991年には海外投資企業
向けの「産業技術研修生制度」、1993年 11月には中小企業
の労働力不足を解決するために「産業研修生制度」を導入
したが、外国人労働者に対する差別や虐待、暴力などの問
題は全く改善されず、外国人労働者問題は深刻であった[三
本松ら 2009:45]。 
2004 年には外国人労働者政策として「雇用許可制」を導
入した。「雇用許可制」は法律で外国人労働者の権利を守ろ
うとした政策である。しかし、社団法人アムネスティ・イ
ンタナショナル日本の「ニュースと資料」によると、雇用
許可制が施行されてからの 2 年間、外国人労働者は韓国人
労働者より低賃金で極端な長時間労働に従事しているし、
職場において身体的又は言葉によるかなりの程度の虐待を
経験し、又しばしば危険な状況下で労働に従事している 
[三本松ら 2009:46]。韓国において、外国人労働者問題は
いまだに深刻な問題である。 
次に、韓国政府の予算配分から韓国行政が外国人労働者
に対してどのぐらい関心を持っているか検討してみよう。
2008 年に一番多くの予算が配分された部署は外国人学校建
設などに多額の予算が所要される教育科学技術部であり、
次は教育科学技術部、保健福祉家族部である。労働部に配
分される予算は 2 億円未満で一番少ない部署である。女性
部に多くの予算が配分されたのは2008年以降多文化家族支
援業務を総括するようになったからである[チォ・キム 
2011:365]。労働部への配分が一番少ないことから実際に労
働部が移住労働者のためにほとんど何もしてないと言える
[チォ・キム 2011:365]。政府の関心はすでに結婚移民に
移り、外国人労働者には「5%ほどの関心」しか示していな
いようである[三本松ら 2009:55]。 
外国人労働者が韓国に入国してもう 25 年が経っている。
2011年現在、約140万人の外国人が居住している。しかし、
韓国の政府は外国人労働者を一時的に滞在している人、い
ずれ帰国する人として認識していると考えられる。 
上記のように、韓国政府の予算も移住労働者のための労
働部よりも多文化家族のための女性部に予算が多く使われ
ている。ここから、韓国の政府は全体外国人のうち 10%[ユ
ン 2007a：257]に過ぎない国際結婚女性とその子女に関心
を持っているし、彼らがいち早く韓国社会に適応できるよ
うにいろいろ工夫していることが分かる。しかし、いずれ
帰国する外国人労働者に対しては関心が低く、外国人労働
者を支援するということよりも外国人労働者問題をそのま
ま放置していると考えられる。 
韓国政府は雇用許可制という政策で外国人労働者を法律
で守ろうとする態度に見えるが、実際には予算配分から外
国人労働者支援に全く力を入れてないことが分かる。だと
すれば、韓国社会の外国人労働者問題はだれが解決するの
か。誰がこういう社会的弱者の外国人労働者に関心を持っ
て支援するのか。 
韓国初の外国人労働者支援団体は1992年5月に結成され
たカトリック系の「外国人労働者の人権を守る会」である
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 
張 美華 Meehua JANG 
 
 
- 4 - 
 
[ソル2003a：79]。つまり、韓国で外国人労働者に一番早く
から関心を持って支援していた団体はキリスト系支援団体
であった。キリスト系信者たちが外国人労働者を支援して
いる一番大きな理由は聖書の教えである[キム 2007：60]。
キリスト系信者たちは「すべての人間は神の前で平等であ
り、すべての人間は人間なりに生きていく権利を持ってい
る」という価値観を持っている[キム 2007：63]。さらに、
2000 年の韓国キリスト教社会問題研究院の調査によれば、
キリスト系支援団体が全体の 91.6%を占めている[キム
2005：65]。 
上記のように、韓国では最初に外国人労働者に関心を持
って支援した団体もキリスト系団体だったし、その数も90%
以上で相当に多い。そこで、韓国の外国人労働者支援にお
いて、キリスト系支援団体は大きな役割を果たしていると
考えられる。韓国において、劣悪な労働環境下で働いてい
る外国人労働者の問題点を把握し、行政の踏み込めない部
分に対して民間団体と教会がどのように支援活動を行って
いるか、どういう役割を果たしているかを検証し、最後に
行政と民間支援団体の両方が踏み込めない部分に対してキ
リスト教会の特徴的な役割を明らかにすることが本研究の
目的である。 
 本研究は既存の先行論文と関連資料、インターネット情
報に依拠した文献研究である。対象としては、外国人労働
者の中でも単純労働者に焦点を当てる。その理由は、合法
就職者として主に専門的・技術的分野で働いている外国人
は相当的に人権侵害などの問題が少ないからである。 
 
先行研究 
韓国の外国人労働者に関する研究は佐野孝治[2010]、白
井京[2010]、イムビョンジュ[2009]、ウォンウンスク[2001]、
キムウンギョン[2004]、キムヒョンキョン[2005]、キムヨ
ンキョン[2005]、ソンジョンホ[2006]などがある。その中
でソンジョンホ[2006]、佐野孝治[2010]、白井京[2010]、
イムビョンジュ[2009]は韓国行政の外国人労働者支援シス
テム及び民間団体の支援について研究した上で、改善方法
を求めることが目的であった。ウォンウンスク[2001]、キ
ムウンギョン[2004]、キムヒョンキョン[2005]、キムヨン
キョン[2005]は韓国キリスト教系の外国人労働者に対する
支援について研究した上で、キリスト教系支援団体が今後
改善していく方法を求めることが目的であった。本研究は
改善方法を求めるよりも、行政と民間団体の両方が踏み込
めない部分に対してキリスト教系支援団体の役割を明らか
にする。 
 
 
第一章 韓国における外国人労働者 
 
第一節 外国人労働者受け入れの背景 
 1987 年から始まった韓国における外国人労働者の急増は
どのように説明できるのだろうか。外国人労働者が韓国へ
入るようになった原因について簡単に検討していきたい。
その原因を韓国の急速な経済発展と高学歴者の急増、韓国
の政策の三つに分けて説明していきたい。 
 まず韓国の急速な経済発展からみてみよう。1997 年に経
済危機を迎える前、韓国経済は超スピードで成長した。当
時韓国は「四つの龍」、「東アジアの奇跡」と呼ばれた。急
速な経済発展によるGNPの増加、賃金水準の上昇等により、
1988 年のソウル・オリンピック開催前後には、製造業を中
心に労働力不足の問題が生じ、その後、徐々に外国人労働
者が受け入れられるようになっていった[白井 2010:160]。 
 韓国において労働力不足は経済発展という原因もあるが、
それよりも韓国の教育水準が上がったことが労働力不足の
主な原因になっている。韓国では現在高学歴者が溢れてい
るし、人材過剰の状況である。韓国の統計庁の調査によれ
ば、1995 年には高卒以上が 56.6%を占めているし、これは
25歳以上成人人口の約半分に相当するi。そのような背景の
中、高学歴者の急増とともに3D(Dirty,Dangers,Difficult)
労働の忌避現象が始まり、特に製造業等において人手不足
が顕著になりはじめた。そこで、韓国は単純労働者を国外
に求めざるを得なくなった。 
 次は韓国における外国人政策から外国人労働者が急増し
た原因を探ってみよう。まず、1984年11月、中国籍で韓国
内に親族がいる朝鮮族に対して、6か月間の在留が可能な親
族訪問ビザが発給されるようになった(1987 年には在留期
間は3カ月に短縮)ことが挙げられる。続いて、1991年に韓
国と中国間の国交が正常化したことにより、親族がいない
朝鮮族でも、観光ビザで入国することが容易になった。中
国との経済格差から韓国での就業を望む朝鮮族は後を絶た
ず、親族訪問ビザ、あるいは観光ビザなどの短期ビザで入
国した朝鮮族の一部は、そのまま不法滞在者として、建設
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業やサービス業に就業するようになった[春木 2010:94]。 
一方、1989 年の韓国国民の海外旅行自由化にともない相
互ビザ免除協定締結国が拡大し、東南アジアや中央アジア
の外国人も韓国への入国が容易になった。その結果、韓国
は出稼ぎ労働者が簡単に入国して仕事を見つけられる「機
会の国」になった[春木 2010:94]。 
 以上のように、韓国の急速な経済発展による労働力不足、
そして教育水準の向上とともに高学歴者たちの
3D(Dirty,Dangers,Difficult)労働の忌避現象による労働
力不足、そして韓国の政策で外国人の韓国への入国が容易
になったことは外国人労働者を受け入れるようになった主
な原因である。 
 
第二節 韓国における外国人労働者政策 
 韓国において、単純技能労働者の受け入れ政策は、どの
ようにすすめられてきたのであろうか。韓国の外国人労働
者の流入は1980年代末中国朝鮮族の流入とともに始まった
[イ 2007:226]。未熟練労働者の韓国への移住が 1980 年代
末に始まったが、1991 年まで外国人労働者管理に対する政
策は全くなかった。その時まで、すべての未熟練移住労働
者は未登録状態であった。最初外国人労働者に対する政府
の唯一の対応は自ら登録するように期間を設定することで
あった[Kevin・チォ 2004:102]。 
韓国の外国人労働者政策は1987年から現在に至るまで四
段階に分けることができる。1987年から1991年までは政策
不在の時期、1991年から 2003年までは産業研修制の時期、
2003年から2006年までは雇用許可制・産業研修制並行の時
期、2007 年以降から現在に至るまでは雇用許可制の時期で
ある[白井2007:32]。 
1987年から1991年までは政策不在の時期で、当時の政府
は、「観光客」や「親戚・知人訪問」という形で入国した外
国人が不法就労することについて、国民経済に大きな害悪
はないという点を考慮して放置していた[白井 2007:33]。
1991年から2003年までは産業研修制の時期で、中小企業の
人材難を補うことを目的として、労働条件の厳しい3D業種
の中小企業に、海外から単純技能労働者を受け入れた[白井
2007:33]。2003年から2006年までは雇用許可制・産業研修
制並行の時期で、雇用許可制は労働３権(外国人労働者は労
働組合結成権、団体交渉権、団体行動権)が適用される制度
であるし、中小企業の困難な状況に対する考慮から並行す
ることになった[白井 2007:33]。2007 年以降から現在に至
るまでは雇用許可制の時期で、差別禁止また就労期間中、
労働基準法、最低賃金法、産業安全保護法等の労働関係の
法律が全面的に適用されるようになった[白井2007:33]。た
だし、家事使用人の場合、労働関係法は適用されないが、
民法の規定に反しない範囲で労働条件について雇用主と自
由に契約できる[ソン2006a:12]。 
雇用許可制によって外国人労働者は韓国人労働者と同様
に 4 大社会保険中、健康・労災保険はすべて適用され、雇
用保険は任意加入、国民年金は相互主義の原則によって適
用されるようになった[ソン2006a:13]。 
最後に 2008 年から 2012 年末までの韓国の李明博政権に
ついて検討してみよう。李明博政権になって多文化家庭を
重視している。その理由として、結婚移住者たちは韓国国
籍を持っており、かつ増加速度がとても早いからである。
また少子化の中で、２世たちが韓国社会にうまく適応でき
るように、さまざまな統合政策を進めている。他方、非専
門職労働者たちは一定期間滞留してから帰国する人々であ
るから、結婚移住者と異なっている。未登録滞留者につい
ては法務部(日本の法務省に相当)で担当し、不法滞在しな
いように管理している。外国人労働者に対して労働部は主
に非専門労働者が中心であったが、過剰になっているので、
非専門労働者の導入に対しては保守的になっている。他方、
専門外国人労働者に対しては寛大である。経済的活性化に
重点を置き、彼らの雇用手続きの簡素化を推進している[佐
野2010b:57－58]。 
 
第三節 韓国における外国人労働者の実態 
現在、韓国国内に、合法不法を問わず「外国人」はどの
ぐらい居住しているのであろうか。法務部の発表によれば、
2011 年末現在、1,395,077 人の外国人が居住している。こ
れは、韓国の住民登録人口 50,734,284 人（2011 年末）の
2.75%に相当する[法務部出入国・外国人政策本部2011：252]。
表１に示すように、2007年末には1,066,273人、2008年末
には1,158,866人、2009年末には1,168,477人、2010年末
には1,261,415人、順に増加している[法務部出入国・外国
人政策本部 2011：252]。 
国籍別に見ると、中国出身者が 48.6%（677,954 人）、ア
メリカ 9.5%（132,133 人）、ベトナム 8.3%（116,219 人）、
日本 4.2%（58,169 人）、フィリピン 3.4%（47,542 人）、そ
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の他 3.3%（45,634 人）の順である。中国は訪問就職制iiと
観光、日本は観光、ベトナムとフィリピン・タイなどは雇
用許可制、また国際結婚で入国した外国人数が高い比率を
占めている[法務部出入国・外国人政策本部 2011：258]。 
 表 2に示すように、在留資格別(2011年末)に見ると査証
免除(B-1) 36,639人、観光通過(B-2) 88,976人、短期商用
(C-2) 19,377人、短期総合(C-3) 68,104人、短期就職(C-4) 
679人、留学(D-2) 68,039人、産業研修(D-3) 4,324人、一
般研修(D-4) 36,819 人、宗教(D-6) 1,592 人、駐在(D-7) 
1,646 人、企業投資(D-8) 7,405 人、貿易経営(D-9) 4,472
人、教授(E-1) 2,474 人、会話指導(E-2) 22,541 人、研究
(E-3) 2,606 人、芸術興行(E-6) 4,246 人、特定活動(E-7) 
14,397 人、非専門就職(E-9) 234,295 人、船員就職(E-10) 
9,661人、訪問同居(F-1) 45,092人、居住(F-2) 138,418人、
同伴(F-3) 17,607人、在外同胞(F-4) 136,702人、永住(F-5) 
64,979人、その他(G-1) 4,988人、訪問就職(H-2) 303,368
人である[法務部出入国・外国人政策本部2011：253]。 
次に、帰化などによる大韓民国国籍取得者数と、出身国
家別の比率を見てみよう。1948 年に国籍法が設定された以
降2011年末までに帰化許可または国籍回復許可を得て大韓
民国国籍を取った人数は総計128,276人である[法務部出入
国・外国人政策本部 2011：594]。2011 年末の帰化者また
は国籍回復者は総計18,355人で2010年末の17,323人と比
べると約 6%増加し、出身国家別に見ると中国が
63.1%(11,599 人)でもっとも多く、続いてベトナム
17.8%(3,269人)、フィリピン2.8%(517人)の順である[出入
国・外国人政策 統計年報 2011：595]。ベトナムとフィ
リピンなど出身者の帰化比率が高いのは韓国人と結婚して
簡易帰化する比率が高いからである(ベトナム出身帰化者
3,091人中3,056、フィリピン出身帰化者496人中488人が
簡易帰化iiiした結婚移民者である) [法務部出入国・外国人
政策本部 2011：595]。 
 韓国国内に不法滞在者はどのぐらい居住しているのであ
ろうか。表 3に示すように、韓国国内の不法滞在者は 2007
年223,464人、2008年200,489人、2009年177,955人、2010
年168,515人、2011年167,780人である。不法滞在者は2008
年に始まった「不法滞在者減少 5 年計画」による継続的取
締また 3 か月を単位とした活動の減少政策推進で継続的に
減少する。また、2011年の不法滞在外国人数が 167,780人
で昨年と比べると 735 名減少するなど継続的に減少してい
る[法務部出入国・外国人政策本部 2011：636]。 
 
第四節 韓国における外国人労働者問題 
 韓国は雇用許可制を実施して外国人労働者の権利を法律
で守ろうとしていた。しかし、 
外国人に関する資料を読んでみると、外国人労働者は依然
として様々な虐待と暴言によるかなりの程度の人権侵害を
経験し、危険な状況下で働いているという内容が書かれて
いる。現在でも韓国における外国人労働者問題は深刻であ
る。以下に韓国で苦しんでいる外国人労働者の様子と彼ら
が置かれている状況など、外国人労働者をめぐる問題をま
とめてみよう。 
1) 悪劣な労働条件 
 ウォンは韓国中央日報 2000年 10月 7日の資料を参考に
以下のように述べている。韓国で働いている外国人労働者
が職場で一番不満を感じていることは以下の順である。長
時間労働(61.0%)、低賃金(46.7%)、暴行といじめ(22.8%)、
賃金未払い(20.6%)、劣悪な作業条件(20.1%)、韓国人との
差別(18.9%)、暴言と侮辱(17.9%)、産業災害と職業病
(15.3%)、韓国人労働者との葛藤(14.9%)など、長時間労働
に一番不満が多いと述べている[ウォン 2001:38-39]。ま
た、韓国労働研究員(院長)が不法就職外国人勤労者1008人
を対象に調査した結果によると、彼らの週平均労働時間は
64.1時間で、韓国人労働者の週平均労働時間52.2時間(2000
年 8 月調査)よりだいぶ長いと述べている[ウォン 
2001:38-39]。 
 さらに、ウォンは中央日報 2001年 1月 30日の資料を参
考に、外国人労働者たちは韓国語が分からないまま危険な
作業場で働いているし、災害に遭った外国人労働者たちは
ほとんどが韓国語の理解不足で、作業場内の安全標識に韓
国語だけ記録されていたのが災害の主な原因であったと述
べている。また、産業災害に遭っても補償を得る可能性は
ほとんどないと述べている[ウォン 2001:38-39]。 
 以上のように、韓国で働いている外国人労働者たちは
様々な人権侵害を受け、危険な状況下で働いている。 
2) 女性外国人労働者の性暴行被害 
雇用許可制導入以前の2001年に実施された国家人権委員
会の調査によれば、女性外国人労働者10人のうち１人以上
が性暴行された経験があり、加害者は、雇用主、雇用者の
夫や職場の上司がほとんどであった。さらに性売買の提案
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を受けた経験がある人は 10.9％を占めていた。同様に、外
国人労働者対策協議会でも、事業所内での性暴行に対して
12.1%が「ある」と答えている。しかし韓国語が不自由なた
め事後処理が困難であり、泣き寝入りしたケースが多い[佐
野 2010a:80-81]。 
以上のように、韓国における女性外国人労働者に対する
性暴行被害は深刻である。 
3) 不安感 
外国人労働者たちは「すべてが順調にいけない気がする、
頭と首また腰も痛い、体が弱くてすぐ疲れる、すごく不安
で長く座っていられない、胸が苦しい、手に汗を握る、不
眠に悩む」などの不安感が深刻である[ソル 2005b:48]。 
以上のように、外国人労働者の精神的不安感は深刻な問
題である。 
4)賃金水準・各種手当 
 ウォンは中小企業庁経営支援局の資料を基に、以下のよ
うに述べている。外国人労働者たちの賃金は韓国人労働者
の賃金に比べると非常に低い水準である。時給を比べても
その差が大きく、ボーナス支給にも差別されている。賃金
水準を調べてみると、中国朝鮮族の不法就職者の場合賃金
水準は約80万ウォン、ほかの外国人不法就職者は50-70万
ウォン、産業研修生の場合 30-40 万ウォンで韓国人労働者
と比べると非常に低い水準である[ウォン 2001:35]。また、
外国人労働者たちには各種手当て(残業手当、夜間手当、休
日手当)が支給されてない場合が多い[ウォン 2001:35]。 
5) 産業災害 
韓国で働いている外国人労働者の中で仕事をしている途
中で死亡、指を切断するなど多くの産業災害に遭っても補
償を受けることができないまま逮捕されて強制出国された
労働者たちも大勢いる[ジョン 2006:21]。 
ある調査によると、59.7%の産業災害被害者たちは手部分
にけがをしたし、66.7%がプレスivによって事故が起こった
ことがわかる。外国人労働者が産業災害に遭った場合、産
業研修生はもちろん未登録労働者も産業災害補償保険の賠
償を受けることができる。しかし、企業は産業災害補償保
険率が引き上げられることを恐れて産業災害の申請を忌避
する場合が少なくない。また、ほとんどの未登録労働者と
彼らを雇用した企業は不法滞在の事実が露見するのを恐れ
て産業災害補償申請をしてない[ジョン 2006：21]。 
ウォンは韓国中央日報 2000年 10月 7日の資料を参考に
以下のように述べている。ある調査によると、応答者の
29.5%は産業災害に遭った経験があったと答えたし、災害に
遭った際に処理方法に対して「本人負担」が58.4%で一番多
く、「会社負担」24.7%、「産業災害保険」10.2%順であった[ウ
ォン 2001:38-39]。 
以上のように、外国人労働者たちは産業災害に遭っても
過半数が「本人負担」であり、「産業災害保険」で処理され
る場合は非常に少ない。 
6) 職場内葛藤問題 
外国人労働者たちにとって、職場での韓国人職場上司や
同僚たちとの意思疎通問題が一番難しい問題になっている。
外国人労働者 5 人の中一人が意思疎通に非常に困難を感じ
ていると答えている。「多少そうです」と言う人まで含める
と全体応答者のほぼ 40%が意思疎通に困難を感じていると
言っている。こういう意思疎通の困難が韓国人と外国人労
働者間の葛藤の原因と考えられる。続けて職場内人種差別
を経験した人たちは全体応答者の31%であった。また、韓国
式作業方式に適応するのに難しかったと答えた人たちは約
23%であった[イム 2009:58]。 
以上のように、職場内外国人労働者と韓国人間の葛藤問
題も少なくない。 
7) 余暇・言葉・文化的問題 
 ウォンは韓国中央日報 2001 年１月 30 日の資料を参考に
以下のように述べている。外国人労働者たちは韓国語で自
分の病気の状態をうまく説明できず、病院に行っても自分
のどの部分が痛いかうまく説明できない。高い費用をかけ
て検査を受けても自分がどんな病気にかかったか、どんな
処置をしたらいいか分からないのでほとんどの外国人労働
者たちは病院へ行くよりも自己診断をして薬局へ行って薬
を買って飲む場合が多い。そこで、病気が悪化し続けて命
を失うケースもある[ウォン 2001:38-39]。 
 また、ウォンは朝鮮日報 2001年 3月 25日の資料を参考
に以下のように述べている。外国人労働者たちは長時間労
働と残業、そして不法滞在者は身分の不安感のため、文化
や余暇を楽しむのは難しいと考えられる。例を挙げてみる
と、韓国に来て一年経ったフセイン(仮名.25.パキスタン)
は不法労働者という理由で休みの日でも外出もできないま
まずっと家で過ごしているという[ウォン 2001: 47]。 
 以上のように、韓国語が分からなくて日常生活の中で不
利益を受ける場合が多い。また、不法滞在者ということで
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休みの日でも余暇を楽しめない場合が多い。 
 
 
第二章 外国人労働者支援 
 
第一節 外国人労働者に対する支援団体の形成過程 
 韓国における外国人労働者支援団体はどのように形成し
てきたのだろうか。その形成過程をみてみよう。 
1980年代末より外国人労働者が増加するにつれて、賃金不
払いや労働災害、暴行などの労働権の侵害や差別などが増
加し、社会問題としてクローズアップされることとなった。
これを受けて外国人労働者を支援する活動が始まった[佐
野 2010b:50]。 
韓国初の外国人労働者支援団体は1992年5月に結成され
た「外国人労働者の人権を守る会」である。これはソウル
市の紫陽洞聖堂で行われているフィリピン人牧師による数
百人のフィリピン労働者に対するミサの模様や労働者への
人権侵害の状況がマスコミに紹介されたことを受けて、彼
らを支援しようとする団体が結成されたものである。そこ
で不払い賃金、産業災害、暴行事件などの人権侵害に対す
る相談活動を行った。次に同年8月には明洞大聖堂内に「カ
トリックソウル大教区外国人労働者相談所」が設立され、
不払い賃金、労災災害、出入国などの問題に対する相談活
動をするとともに、相互扶助のための自治会結成を支援し
た[ソル2003a:79]。 
 1992年 11月 27日、全国的組織である「韓国キリスト系
教会協議会」は「韓国教会外国人労働者宣教委員会」によ
って設立された。「Galilee 教会外国人労働者相談所」(代
表：インミョンジン牧師)では医療支援チームを構成して毎
週日曜日無料診療と相談活動を始めた。「Galilee 教会外国
人労働者相談所」は韓国初の外国人労働者無料診療を行っ
た団体である[ソル 2003a:79]。ほぼ同じ時期にプロテスタ
ント系教会の「ヒニョン宣教会」は外国人労働者に対する
相談と医療支援活動など外国人労働者支援をし始めた[ソ
ル 2003a：79]。 
1992年11月には九老洞で韓国初の「外国人労働者シェル
ター」（代表：キムジェホ牧師）が設立された[ソル 
2003a:79]。以上のように、韓国初の外国人労働者支援団体
はキリスト系支援団体であった。 
 産業研修生制度が導入され、外国人労働者が急増すると
ともに、その人権侵害事例が急増したことを受けて、1994
年から 1997 年にかけて支援団体が数多く設立された[ソル 
2003a:79]。 
 この時期はキリスト教、仏教、イスラム教など宗教団体
を母体にするものが多い。カトリック系の外国人労働者相
談所は各教区の下に個別的に運営されていた。プロテスタ
ント系は韓国教会外国人労働者宣教協議会を結成したし、
仏教系は経済正義実践仏教市民連合を中心に 1994 年 1 月
「外国人労働者人権保護のための仏教対策委員会」を設立
し、仏教信者が多いネパール人労働者を対象に支援を始め
た。また1995年に曹渓寺内に外国人労働者村（現・外国人
労働者人権文化センター）を設立した。イスラム教系では、
光州地域外国人ムスリム保護協議会などがあるが、特に専
門機関を設置せず、モスク内で支援している[佐野 
2010b：50－51]。 
 一方、宗教団体とは一定の距離を置く市民団体として、
1994年5月に中国労働者センター、1995年3月に富川外国
人労働者の家、1996年10月にブサン外国人労働者の人権を
守る会、1998年に青い市民連帯、2001年4月に韓国移住労
働者人権センターなどが設立された。労働組合でも2001年
5 月にソウル京仁地域平等労働組合下に移住労働者支部が
設立された[佐野2010b:51]。 
 また医療や法律など専門家による支援として、外国人労
働者医療共済会が1999年9月から全国各地域の外国人労働
者相談所と連携して医療サービスを提供している。ソウル
地方弁護士会は 1994 年 12 月から外国人労働者法律相談所
を開設して無料法律相談をしている[佐野 2010b：51]。 
 その後1997年12月に発生したアジア通貨危機によって、
外国人労働者が減少したため、支援団体の新設数も減少し
た。その後、韓国経済の回復に伴い外国人労働者が急増し
たことを受けて、支援団体の数も増加した。特に「現代版
奴隷制」とさえ呼ばれる産業研修制度が社会問題化するこ
とによって支援活動は本格化した[佐野 2010b：51]。 
以上のように、外国人労働者たちに一番早い時期に関心
を持って支援していた団体は韓国国内のキリスト系支援団
体であった。その数も一番多かった。外国人労働者支援に
おいてキリスト系支援団体は大きな役割を果たしているし、
その影響力も大きいと考えられる。 
 
第二節 外国人労働者支援団体の現状 
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 外国人に対する支援団体は、2009年では合計 743ヵ所、
市・郡・区別にみると、平均 3.2 団体とされる。民間団体
が352団体、公共機関が304団体、宗教団体87団体となっ
ている[佐野2010b：52]。韓国で宗教団体の支援団体という
と一般的にキリスト系宗教団体を示す。主な団体としては、
民間団体では、外国人勤労者相談所、シェルター、移住女
性人権センター、公共機関では外国人勤労者センター、多
文化家族支援センター、国際交流財団、総合社会福祉館、
雇用支援センター、宗教団体では教会などの宣教センター、
仏教、カトリック教の施設などがある[佐野2010b:52-53]。 
支援団体・機関の地理的分布を見てみると、京畿道 20%、
全羅北道 9%、江原道 9%、庚州南道 9%、ソウル市 7%となっ
ており、ほぼ全国的に分布している。これを外国人の分布
と比べてみると、外国人は京畿道31%、ソウル市29%と首都
圏に集中しており、必ずしも外国人数に対応したものとは
なっていない[佐野2010b:53]。 
 
第三節 外国人労働者支援団体のネットワーク形成 
 佐野は2003年ソルドンフンによって書かれた「韓国の外
国人労働者運動1992-2002」を参考に以下のように述べてい
る。1993年 9月に西江大学で開催された「外国人労働者の
ための韓日連帯会議」は韓国における外国人労働者支援団
体のネットワーク形成の最初の試みである。これは、外国
人労働者の人権を守る会、カトリック労働司牧全国協議会、
韓国教会外国人労働者宣教協議会が共同で主催したもので
ある。この連帯会議には外国人労働者支援団体の関係者が
ほとんど参加して、各団体の経験とノウハウを共有しなが
ら連帯を図った。また日本の外国人労働者支援団体と交流
した[佐野 2010b:51]。 
ソンはキムヘソン牧師によって書かれた「外国人労働者
の人権実態」『アウトサイド』第9号の資料の内容を参考に
して以下のように述べている。中国人労働者リンホが過多
な罰金処分で自殺した事件がきっかけに 1993年 11月 9日
外国人避難所を中心にヒニョン宣教会、城南外国人宣教会
などモクドウ入国管理局の前で政府の外国人労働者政策に
抗議する最初のデモを起こした。その後、外国人労働者団
体とほかの社会運動団体と連帯活動が頻繁に行われるよう
になった[ソン2006ｂ:34]。 
 以下に類型別支援団体のネットワーク状態を検討してみ
よう。 
◆カウンセリング支援団体のネットワーク 
 ソンはパクソクウンによって2001年に書かれた「韓国内
外国人移住者支援活動のネットワーク現場と連帯方案の模
索」を参考にして以下のように述べている。韓国国内の外
国人労働者相談支援団体は大概3つに分けられる。 
第一グループは外国人労働者対策協議会に参加する28個
の団体である。宗教や地域を問わずに一緒に連帯している
し、相対的に情熱的に活動を行っているグループである[ソ
ン2006ｂ:47]。 
第二グループは韓国国内のキリスト系カウンセリング支
援団体である。キリスト系カウンセリング支援団体の特徴
は韓国国内ほかの外国人移住労働者支援団体との連帯が消
極的ということである。カトリック教のソウル、インチョ
ンの公式相談所が代表的存在である。プロテスタント系は
韓国教会外国人労働者宣教協議会と教会別宣教協議会を通
して相談活動が行われているし、プロテスタント系教会間
の連帯は積極的に行われている[ソン2006ｂ:47]。 
第三グループは外国人労働者支援活動よりも外国人労働
者に対する宣教つまり魂の救いにもっと関心を持っている
団体である。相談内容も聖書を基準にしている。主にプロ
テスタント支援団体が多い。プロテスタント教間の連帯は
積極的に行われているが、ほかの外国人労働者支援団体と
はあまり連帯が行われてない[ソン2006ｂ:47]。 
◆外国人労働者対策協議会の結成 
外国人労働者支援活動を行っている団体である「外国人
労働者人権のための集まり」、「城南外国人労働者の家」、「ブ
チョン外国人労働者の家」、「中国労働者センター」、「外国
人労働者マウル」、「シフア労働者の家」、「カトリック水源
教区外国人労働者相談所」、「安山外国人労働者の家」など
10団体と外国人労働者共同体（ネパール、バングラデシュ、
中国、スリ-ランカ）が一緒に外国人労働者対策協議会を
1995年7月に結成した。創立目的は、「自主的、民主的な団
体を通じて外国人労働者の労働条件の改善及び政治、経済、
社会的地位の向上を求めること」であった。これは外国人
労働者支援活動のための最初の本格的な連帯枠組みである。
外国人労働者対策協議会結成後外国人労働者支援団体らは
より効率的に厳密な連帯活動が行われるようになった[ソ
ン2006ｂ:48-49]。 
◆キリスト系支援団体ネットワーク 
 ソンはパクソクウンによって書かれた「韓国内外国人移
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住者支援活動のネットワーク現場と連帯方案の模索」を参
考に以下のように述べている。プロテスタント教支援団体
の最初の連帯組織は1993年に設立された韓国教会外国人労
働者宣教協議会である。また、最近は教団別宣教協議会が
構成されて連帯活動をしている。大韓イエス長老会総会の
韓国教会外国人労働者宣教協議会（代表：インミョンジン、
コウフン、キクジギル牧師、イマンイル長老）、大韓イエス
教長老会の外国人労働者宣教後援会、韓国キリスト教長老
会の外国人労働者宣教協議会（代表：チェイパル牧師）、ガ
ムリ教の外国人労働者宣教協議会などがある[ソン 2006
ｂ:50]。 
カトリック教はカトリック労働サモック全国協議会を年
に1～2回ほど開催しているし、カトリック教支援団体はお
互いに情報交換などを行っている[ソン2006ｂ:50] 。 
◆市民支援団体ネットワーク 
韓国国内では市民支援団体、人権保護団体などのネット
ワークを通じた情報交流と連帯活動、政策提言などが行わ
れている。ほかのネットワーク組織として移住労働者人権
保護団体連帯がある。事務局はないが韓国移住労働者人権
センターなど全国13団体から結成され、外国人労働者協議
会とも共同行動を行っている[ソン2006ｂ:50]。 
◆外国人労働者コミュニティ 
外国人移住労働者たちは自分たちの組織も結成し始めた。
1992 年にソウルソンシュドンを中心に結成された「サンバ
ギタギ」（フィリピン人の組織）という団体は韓国初の外国
人労働者コミュニティである。その後、ソウル地域で集ま
りをはじめとして、他の地域にもフィリピン人コミュニテ
ィが結成されたし、またネパール労働者たちもネパール相
談協会（NCC）を結成して連帯活動をし始めた。続けて各地
域別また各出身国別コミュニティが結成された。現在は各
地域の支援団体や各相談所に出身国別に普通に各3～4個ぐ
らいのコミュニティがある。これらのコミュニティ間のネ
ットワークはほとんど行われていない、さらに特別な場合
を除いて同じ出身国のコミュニティ間の連帯とネットワー
クも行われてない[ソン2006ｂ:51-52]。 
 
 
第三章 外国人労働者に対する公的支援 
 
第一節 中央政府の公的支援 
韓国において、外国人労働者に対する中央政府の公的支
援は、どのようにすすめられてきたのであろうか。以下で
は外国人労働者に対する中央政府の公的支援に対して検討
して行きたい。 
 外国人労働者の韓国への流入が1980年代末に始まったが、
韓国政府は1991年まで外国人労働者管理に対する政策は全
く展開してなかった [Kevin・チォ 2004:102]。さらに、外
国人労働者に対する支援政策は2004年雇用許可制以前まで
は全くなかった。2004 年 8 月 17 日雇用許可制が実施され
た[イム 2009:31]。雇用許可制によって 100%民間支援団体
に依存していた外国人労働者支援が初めて行政の政策に編
入されるようになった[イム 2009:31]。 
 2003年 8月の国会で「外国人労働者雇用などに関する法
律」を公布した[イム 2009:31]。「外国人労働者雇用などに
関する法律」の第 21 条と第 24 条は各々「外国人労働者の
円滑な国内就職活動と効率的な雇用管理のために以下の事
業を施行する」と明示している。支援事業の内容としては
外国人労働者の出入国支援、外国人労働者とその使用者に
対する教育、送出国の公共機関と外国人労働者関連民間団
体との協力、外国人労働者とその使用者に対する相談と便
益提供事業、外国人雇用制度などに対する広報事業、それ
以外に外国人労働者の雇用管理に関する事業として大統領
令が規定する事業である[イム2009:32]。 
2003年12月に制定された「外国人労働者雇用などに関す
る法律」施行令第 27によると、法律第 21条第 6号は「大
統領令が指定する事業」を以下のように設定している。外
国人労働者の就職斡旋、雇用管理などに必要な外国人労働
者雇用管理電算システムの開発・運営事業、政策委員会が
外国人労働者の雇用管理のために必要だと認める事業であ
る[イム2009:32]。 
一方、同法第24条は「国家は外国人労働者に対する相談・
教育 それ以外に大統領令が指定している事業を遂行する
機関また団体に対して事業遂行に必要な費用の一部を予算
の範囲以内で支援が可能である」と規定している。施行令
第 30 条には法律第 24 条第１号で「大統領令が指定した事
業」を以下のような事業を設定している[イム2009:32]。 
外国人労働者に対する無料医療支援事業、外国人労働者
に対する文化行事関連事業、外国人労働者に対する葬儀支
援事業、それ以外に政策委員会が必要だと認める事業であ
る[イム2009:32]。 
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施行令第 30条第 2号は国家が法律第 24条第 1項の規定
による事業遂行に必要な費用支援を受けることができる機
関また団体は以下のような条件が付く。非営利法人または
非営利団体で、事業遂行のために労働部官長が指定する施
設また設備を持っていること、事業遂行のために必要な資
格証などを持っている者または当該分野で一年以上経験を
持っている者が二人以上従事している団体に限られている
[イム2009:32]。 
続けて外国人労働者支援政策事業を担当している政府の
各部署を確認してみよう。労働部は就職、雇用訓練、就職
斡旋、韓国外国人勤労者支援センター設立、各種ガイドブ
ック発刊、無料法律支援などの事業を行っている。保健福
祉部は保健、福祉、医療支援、国際結婚移住女性実態調査、
支援政策方案研究などを行っている。文化観光部は文化政
策、移住労働者祭り、韓国文化体験機会提供、文化ガイド
ブック発刊などの事業を行っている。女性家族部は一般的
に民間と協力して事業を行っているし、女性暴力被害者シ
ェルター提供、人権保護、韓国語教育、出産支援など女性
結婚移住者家族支援を行っている。行政自治部は居住外国
人支援協助システム構築、自治体居住外国人支援総括など
を行っている[イム 2009:33]。 
2004年 8月以降の雇用許可制によって外国人労働者の権
利と支援は格段に改善した。「外国人勤労者雇用等に関する
法律」では、「使用者は外国人労働者であることを理由で不
当に差別的処遇をしてはならない」と規定され、外国人労
働者は、労働基準法、労働総合法、最低賃金法、産業安全
保護法等の労働法の適用を受ける。労働部は法令を順守す
るため、雇用支援センター全国55箇所を支援、管理してい
る[佐野2010b:54]。 
中央政府の一番核心的な外国人支援公共機関は労働部地
方労働庁所属機関の外国人勤労者支援センタ (ー以下、労働
者支援センターと略記)である。外国人労働者の権益と社会
統合を支援しているし、雇用許可制がうまく進んで行くよ
うに雇用労働部地方労働庁属下に設置され、産業人力公団、
国際労働協力院委託指定運営している[佐野2010b:54]。 
労働者支援センターは 2010 年 12 月現在ソウル、キムヒ
ャ、議政府、天安、マサン、安山、デグ、大田、チャンウ
ォンの10箇所にある。労働者支援センターは最初に地方庁
が直接管理・運営している政府機関だったが2007年以降指
定・委託運営も可能であるということで継続的に増加して
いる。主な事業内容は表 4 で示すように、相談事業、教育
事業、文化事業、その他支援事業に分けられ、10 箇所のセ
ンターが同じ事業を行っている[ユ2011:129]。 
雇用許可制によって、外国人労働者に対する保険の適用
はどうなっているか、検討してみよう。表5で示すように、
四大保険のうち、労災保険と国民健康保険は当然適用、雇
用保険は任意加入、国民年金は相互主義原則により加入者
資格を付与している。さらに、中小企業が、外国人労働者
に対する退職金を一時的に支払うことに従う負担を軽減し、
外国人労働者の不法滞在の防止や自主帰還を誘導するため
出国満期保険が適用される。加入しない使用者には 500 万
ウォン以下の罰金が課せられる。同様に賃金未払いを早急
に解決し、外国人労働者の事業場の移動等の円滑な雇用管
理を図るために賃金未払い保証保険を事業者に義務つけて
いる[佐野2010b：55]。 
 以下に、中央政府の一番核心的な外国人支援公共機関で
ある労働者支援センターについて詳しく説明したい。労働
者支援センターは全国に10ヵ所あるが、ソウル特別市九老
区加里峰洞にある労働者支援センターについて説明する。 
◆韓国外国人勤労者支援センタ (ーソウル特別市九老
区加里峰洞) 
 勤労者支援センターは労働部が社団法人「地球村愛の分
かち合い」(以下、「地球村」と記載)に委託している事業で
あり、2004年12月に設立された。同センターは労働部によ
って設立され、韓国産業人力公団が管理、「地球村」が委託
運営するという形をとっている。「地球村」の代表は外国人
労働者の支援に長年関わってきたキムヘソン牧師であり、
同法人は「韓国外国人医療センタ (ー旧外国人専用病院)」
(2004年 7月～)、「多文化福祉センター」(2007年 7月～)
などの事業運営を行っている[新田・三本松 2010:66]。 
勤労者支援センターでは外国人労働者のための相談事業
(母国語での相談を受け付ける「ヘルプライン」という電話
相談事業や労働相談)、教育事業(韓国語教育、コンピュー
ター、テコンドー教室など)、多文化支援事業、医療、福祉
支援、情報及び交流支援が提供されている。こうした事業
は「100 パーセント政府の補助金を受けて進められている」
とあり、2006年の収入内訳を見ると総額 1,632,929,048ウ
ォンのうち、1,624,000,000ウォン(政府の運営支援補助金)、
7,909,048 ウォン(その他の収入、預金利子、休憩室の営業
収益等)、102,000 ウォン(寄付)となっており、そのほとん
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どが政府からの補助金で賄われている [新田・三本松 
2010:67]。 
勤労者支援センターは労働部が設立しており、適法労働
者に対して支援するように指針が示されている。しかし、
キム牧師は困難を抱えている人に対して適法であるか不法
であるかということを問いたくはない、人間対人間として
彼らの相談に応じていること、困っている人を助けること
は当たり前でありそれが自身の生きがいであると語った
[新田・三本松 2010:67]。 
以上のように、労働部はキリスト系支援団体である「地
球村」に事業を委託して運営している。代表も外国人労働
者の支援に長年関わってきたキムヘソン牧師である。ここ
から、キリスト系支援団体は行政から非常に信頼される存
在であることがわかる。また、キムヘソン牧師は行政の踏
み込めない部分である不法滞在者まで支援すべきと考えて
いることがわかる。 
 
第二節 地方自治体の公的支援  
各地方自治体の外国人関連政策は「在韓外国人処遇基本
法」と「多文化家族支援条例」によって各地方自治体が制
定する。各地方自治体の関連条例は実際に似通った内容を
持っているが、お互いに別の名称を持っているし、これら
は大きく三つの類型に区分される。一つ目は「居住外国人
支援条例」で「外国人住民支援条例」、「外国人労働者支援
条例」などの名称で制定されている。この条例は地域に居
住している外国人に対する具体的な支援を通して地域社会
適応と生活便益向上を図ることを目的として作られた。条
例案の主要内容は居住外国人に対する韓国語と基礎生活適
応教育、生活便宜提供、就活相談、文化イベント開催など
の支援が可能であるし、外国人を支援している民間団体に
対して財政支援が可能であると規定した[ユ 2011:123]。二
つ目は「多文化家族支援条例」で結婚移住女性たちを支援
するために多文化家族に焦点を絞った具体的な内容が含ま
れている。三つ目は「外国人人権条例」である。これは外
国人支援条例と似通った内容も含まれているし、特に不法
滞在者など支援が排除されている外国人少数者保護条例と
いう内容が含まれているのが特徴である[ユ2011:123]。 
各自治体はこういう条例による外国人移住者政策を推進
するために予算を編成する。この予算の大部分は中央政府
が自治体の普通交付税と総額人件費算定需要に登録外国人
数を反映して支援する交付金に依拠している。関連予算は
大きく増加する趨勢であるが、年度別に大きい偏差が見ら
れる。各自治体の予算を合わせると、2008年 382.2億円、
2009年 2219.1億円で 580%増加したことになり、2010年に
は 786.1億円で去年と比べて 282%も減少したことになり、
2011 年度は 1534 億円で再び去年と比べて 50%増加した[チ
ォ・キム2011:366]。 
 
第三節 考察 
先述したとおり、韓国における行政の支援は中央政府の
支援と地方自治体の支援に分けられる。中央政府の核心的
な公共支援機関は外国人勤労者支援センターである。労働
部では全国10箇所の外国人勤労者支援センターを委託運営
している。地方自治体では‘外国人住民支援条例’、‘外国
人労働者支援条例’などの条例によって支援している。こ
うした事業は 100 パーセント政府の補助金を受けて進めら
れている。 
韓国行政の外国人労働者支援は限界があると考えられる。
その理由としていくつか検討してみよう。一つ目、行政の
支援は適法労働者に対して支援するように指針が示されて
いる。つまり、行政の支援は適法労働者に限られている。
二つ目、政府の予算配分から分かるように、韓国政府は在
韓外国人のうち 10%に過ぎない結婚移住者に対しては関心
を持っているし、積極的に支援しているが、いずれ国に戻
る外国人労働者に対しては差別、排除、放置している。つ
まり、韓国政府は本気で外国人労働者を人間として支援し
ようとする姿勢が見えない。三つ目、外国人労働者を支援
する部署である労働部に配分された予算が非常に少なく、
政府の予算が非常に限られていることがわかる。2004 年雇
用許可制によって、外国人葬儀など外国人労働者支援団体
に財政的支援をし始めたが、これはあくまでも限られてい
る少ない予算で支援しているので足りないと考えられる。
四つ目、行政で行われている支援は一般的問題を解決する
支援である。私的問題に対して助けてもらうのは困難のよ
うである。例えば、外国人労働者が病院に入院した際、介
護をしてもらうのは不可能であると考えられる。 
上記のように、行政の外国人労働者支援は限界がある。
その限界について以下の民間支援団体とキリスト教系支援
団体の支援内容を踏まえて考えてみよう。 
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第四章 外国人労働者に対する民間市民団体の支援 
 
第一節 民間市民団体による支援の概要 
 2004 年に雇用許可制が実施されるまで、韓国における外
国人労働者支援は 100%キリスト教系支援団体と教会、民間
団体に依頼していた。では、韓国における外国人労働者に
対する民間市民団体支援はどのように進められてきたので
あろうか。以下に、その活動について検討して行きたい。 
 2009年現在、外国人を支援する民間団体は 352団体であ
る[佐野 2010b:52]。外国人労働者支援の中核を担ってい
るのが外国人移住労働者対策協議会である[佐野 
2010b:64]。また、これ以外にも移住労働者労働組合、韓国
移住女性人権センタ (ーソウル特別市)、社団法人 韓国移
住民健康協会、天安市外国人労働者センター等がある。こ
れらは、協議会、NPO、社団法人、労働組合など形態は様々
である。以下に各団体について、団体概要と活動内容を検
討して行きたい。 
 
第二節 外国人労働者に対する支援団体の紹介 
◆外国人移住労働者対策協議会 
 団体概要 
外国人移住労働者対策協議会(以下略 外国人対策協議
会)は、外国人労働者の労働基本権と人権を確立するために、
1995年 7月に設立された非営利の民間団体である。その初
代代表はキム・ヘソン牧師である。キム牧師たちの激しい
デモを含め長期にわたる法制度整備のための運動があった
ため、2003年に雇用許可制が成立し、2004年に研修生制度
と平行して実施され、2007 年度にようやく研修生制度が廃
止された[朝倉ら2010:17]。キム牧師は当時人権を無視した
状況を労働部に知らせると、労働部は外国人労働者を帰国
させろ、追放せよと言った[朝倉ら2010:17]。それで、キム
牧師はマスコミを利用して劣悪な状況を知らせた[朝倉ら
2010:17]。また、キム牧師は代表として、公聴会や署名活
動を実施し、法整備を訴えるデモなどを起こした。そのよ
うな活動に対し、法務部からの外国人労働者支援センター
への検問、相談活動への弾圧もあったが、それらにも怯ま
なかったという[朝倉ら2010:17]。そのような運動の成果と
して「雇用許可制度」が成立されたし、この制度を利用し
て入国する外国人は労働三権と社会保障制度が適用される
ことになった[朝倉ら2010:17]。 
外国人対策協議会は単一機関ではなく、外国人労働者を
支援する諸団体の協議機関である。すべての加入団体が同
等の資格を持っており、共同して支援活動や政策提言を行
っている[佐野2010b:67]。 
収入の内訳を見てみると、公的支援システムである韓国
外国人勤労者センターは総収入 11 億 8,466 万ウォン(2008
年)であり、98%を政府の補助金に依存しているのに対し、
民間団体はその十分の一の規模である。外国人対策協議会
は総収入１億1,498万ウォンの内、会費が19%、寄付は25%、
事業収入45%を占めており、政府の補助金に依存していない。
民間団体でも個別プロジェクトの委託業務により事業費補
助金を受け取っている[佐野2010b:65]。 
外国人対策協議会に加盟している39団体の内、外国人対
策協議会『第十四次 定期総会資料集』に記載されている
団体20団体を整理したのが、以下の表6である。ソウルだ
けでなく、全国的に外国人労働者の多い地域で支援活動を
行っている。外国人対策協議会は全国34箇所の移民への相
談所があるし、多様な相談を行っている。主な支援活動内
容としては、相談活動、医療支援、シェルターの運営、教
育活動、コミュニティ・サポート、文化事業、PR と政策提
言である[佐野2010b:64]。 
以下に各活動の内容について詳しく説明していきたい。 
主要活動 
1)人権と労働権の保護 
外国人労働者の人権と労働権の保護のため、外国人労働
者に対する暴行、賃金未払い等の不当行為と人権侵害行為
の監視、告発している[佐野2010b:67]。 
2)制度の改善活動 
キム牧師たちによる激しいデモを含め長期にわたる法制
度整備のための運動によって、外国人労働者の労働条件は
改善されつつある。また、2009年には雇用許可制 5周年を
迎えて 533 人に対しアンケート調査を行い、制度の改正を
提言した[佐野2010b:68]。 
そのほか、重要な活動として、当団体が中心となり、1999
年に外国人労働者の医療共済制度である「韓国移住民健康
協会」を設立した。これは日本へ訪問した際に見学した医
療控除活動等を模範としたものである。近年では、移住女
性の人権、外国人シェルターの人権実態の監視や入国管理
局の人権侵害行為を監視、告発するなど、法制度の改善活
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動を行っている[佐野2010b:68]。 
3)教育・文化活動 
国内の外国人労働者支援団体や教育機関、政府、移住労
働者送出国のNGO団体や政府とのネットワークを構成して、
外国人労働者に様々な文化の教育と技術訓練の機会を提供
している。例えばパソコン、自動車整備などである。自動
車整備は韓国政府とシンフン大学と協力して実施している。
また多文化祭りも 2007 年から 3 年間実施している[佐野
2010b:68]。 
4)移住労働者の自発的帰還及び再就職支援 
李明博政権の統合政策で未登録労働者の強制追放が増加
したことにより、就職難など様々な問題が発生している。
帰還後の再就職と定着に必要な技術を習得し、外国人労働
者自らの未来を設計できるように、具体的なモデルを作る
ために努力している[佐野2010b:68]。 
以上のように、外国人対策協議会は純粋な民間市民支援
団体であるが、代表がキリスト教会の牧師になっている。
また、代表の牧師は外国人労働者の権利を守るために行政
と真正面で戦ってきた。キム牧師はイエスの愛を世の中で
実践しようとする姿は感動そのものであると考えている。
キム牧師のような活動家がいるからこそ社会的弱者である
外国人労働者の権利も保障されるようになり、困難に遭っ
た際頼るところもあり、牧師と信者たちは外国人労働者に
とって家族のような存在ではないかと考えられる。 
◆移住労働者労働組合 
団体概要 
 ソウルギョンギ仁川移住労働者労働組合(MTU)は2005年4
月に設立された外国人労働者による、外国人労働者のため
の労働組合である。ソウル特別市、ギョンギド、仁川市対
象を包括する地域労働組合で、業種に関わらず加入するこ
とができる。経費は組合員の会費と韓国人の定期的な支援
金に加えて、移住労働者たちを支援する団体から補助金を
受けている。年に一度食べ物を作って販売するイベントを
通じて、収益が入って来る。最近は未登録労働者だけでは
なく登録労働者たちの割合も高くなっている [佐野 
2010b:75]。 
以下に移住労働者労働組合はどんな活動を行っているか、
検討してみよう。 
主要活動 
1) 相談活動。賃金不払い、産業災害、労働権に関わる相談
や解決を主に行っている。人権侵害の事例は労働者相談
で70%以上解決される[佐野 2010b:76]。 
2) 労働者の人権保障運動。悪質事業者の公開、政府の取締
り・追放政策に抗議するキャンペーンなど労働者の人権
保障運動を行っている。使用者たちが未登録労働者の弱
い立場につけこんで、賃金不払いや産業災害の未補償を
している点や、取締り政策を悪用して労働者たちの権利
を侵害している点に抗議し、合法的身分を取り戻すため
に運動している[佐野 2010b:76]。 
3) 労働組合の組織化。外国人労働者は、依然として労働組
合による保護の死角地帯に置かれている。100人未満の小
さな事業場では、韓国労働者も含め労働組合に組織され
ていないので、組織化を進めている[佐野 2010b:76]。 
4) 教育活動。韓国語ができないことにより法律・制度に対
して無知であることを改善するため、教育を行っている
[佐野 2010b:76]。 
5) PR.キャンペーン。政府の不当な政策に対して、告発す
る活動をしている。また韓国人の支援が重要なので、韓
国人に対するキャンペーン活動もしている[佐野 
2010b:76]。 
6) 政策提言。外国人労働者に関する法律や制度の改正、立
法活動を民主的なものにするため多くの団体と協力して
活動している[佐野 2010b:76]。 
◆社団法人 韓国移住民健康協会 
外国人労働者医療共済組合が 1999 年 10 月に設立され、
外国人医療互助会制度を開始した。同組合の事業は社会福
祉共同募金会により1999年度配分事業優秀事例として選定
されている。同組合は2000年に外国人労働者対策協議会医
療共済会に名称を変更し、さらに2003年には社団法人韓国
移住労働者健康協会を設立した。開始時の会員は外国人労
働者 165名であり、協力医療機関が 114箇所、12箇所の相
談所であった。2008年現在で、首都圏に12箇所の相談所が
あり、全国には45箇所の相談所がある。会員数は、約9,000
名である。協力医療機関は薬局を含み約 800 箇所となって
いる[三本松ら 2009:50]。 
移住労働者の定義は「自分の国ではなく移住して労働し
ている者」で、ビザのない未登録者に協会は支援の焦点を
絞っている。移住民が自ら参加し、相互に協力するのが基
本であり、手続きは写真 2 枚、パスポートのコピー、それ
に会費の6,000ウォンと加入費5,000ウォンが必要となる。
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会員は会費として毎月 6,000 ウォンを支払う。この額は毎
月払う額としてはそれほど負担にはならないが、3ヶ月分を
まとめたりすると負担になる[三本松ら 2009:50]。 
会員加入は、医療相談を行い申し込む。協会の業務は、①
医療費の支払い、②会員管理、③移動診療(年 10 回、春・
秋2ヶ月毎週実施)である。地域の相談所では無料診療を行
っている。対象は、ビザのない未登録移住民、その家族と
子供である。なお、ビザのある場合には、保険加入が可能
である。またビザがあっても保険加入の困難な場合には、
審査の上、加入することができる。加入すると50%の補助を
受けられる。一人についての最大の累積補助金額は 100 万
ウォンである[三本松ら 2009:50]。 
◆天安市外国人労働者センタ  ー
天安市外国人労働者センターは2001年に設立され、天安
市に住む外国人労働者の人権を守ること、彼らの生活上の
問題を解決することを目的として、①法律等の相談、②韓
国語やITの教育、③文化交流および支援活動の支援、④人
権保護及び福祉支援を行っている[三本松ら 2009:53]。 
同センターでは、①相談(法律、医療、労災、暴力、賃金、
工場、仕事、年金)、②教育(言語、コンピューター、労災
予防、保健)、③支援プログラム(韓国文化の伝達、スポー
ツ、無料診療、コミュニケーション)、④その他(帰国、葬
儀)の事業を行っている。このうち最も力を入れているのは
韓国語教育である。また、「相談」で最も多いのは、賃金不
払いに関する問題である。「コミュニケーション」の事業で
は、飲酒や薬物、ギャンブル等による問題が生じないよう
に、国ごとの適切なコミュニティ作りを支援している。「帰
国」の事業では、まだ一部が計画の段階であるが、専門的
な技術を身に着けて帰国できるように、印刷、テコンドー
教室の経営に関する知識と技術を提供している[三本松ら 
2009:54]。 
これらの事業は、設立母体が別に行う事業で出た利益と
寄付によって運営されている[三本松ら 2009:54]。 
 
第三節 考察 
以上のように、民間市民支援団体のすべての団体が人権
保護活動はしている。支援活動として共通するのは、相談
活動、教育・文化活動、PR・キャンペーンなどである。ま
た政策提言に積極的であり、労働政策や制度の改善につな
げている。民間支援団体は個別プロジェクトの委託業務に
よる事業費補助金以外はほとんど政府の補助金に依存して
いないことが分かった。民間支援団体は合法滞在者だけで
はなく不法滞在者に対しても支援を行っていることがわか
った。 
外国人移住労働者対策協議会は純粋な民間市民支援団体
であるが、代表がキリスト教会の牧師になっている。また、
代表の牧師は外国人労働者の権利を守るために行政と真正
面で戦ってきた。 
以下に行政の踏み込めない部分について民間団体の役割
を述べていきたい。 
1) 行政の支援は適法労働者に限られている。民間支援団体
は合法滞在者だけではなく不法滞在者に対しても支援
を行っている。 
2) 民間団体は政策提言に積極的であり、労働政策や制度の
改善につなげている。つまり、政府の不当な外国人労働
者政策を指摘し、監視している大切な役割を果たしてい
る。 
 
 
第五章 韓国における外国人に対するキリスト教系
の支援団体 
 
第一節 韓国におけるキリスト教系による外国人労
働者支援の概要 
キリスト系信者たちが外国人労働者を支援している一番
大きな理由は聖書の教えである[キム 2007：60]。キリス
ト系信者たちは「すべての人間は神様の前で平等であり、
すべての人間は人間なりに生きていく権利を持っている」
という価値観を持っている[キム 2007：63]。 
2005 年統計庁発表によるとプロテスタント教 8,616,438
名(18%)、カトリック 5,146,147 名(11%)で、全人口の 29%
がキリスト教信者である[キム 2007：65]。韓国で多様な
支援団体で活動している人たちも団体や職責と関係なく、
キリスト教信者が一番多い[キム 2004：17]。 
教会の外国人労働者支援活動は大きく二つに分けられる。
一つ目は、礼拝や聖書勉強などの宣教活動、二つ目は、医
療支援、法律相談、シェルター提供などの生活支援である
[キム 2004：18]。 
2000 年現在の外国人労働者支援団体の類型別現状を整理
したのが、以下の表 7 である。キリスト系の性質を持って
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いる団体が大部分であるということが分かる。特にプロテ
スタント系団体が外国人労働者支援団体全体の 81.4%を占
めているし、カトリック系支援団体と合わせるとキリスト
系支援団体が全体の91.6%を占めている。ここから、外国人
労働者に対する支援事業はキリスト系団体が中心となって
行われていることがわかる[キム2005:20]。 
表8で示すように、プロテスタント系支援団体の活動中、
宣教・礼拝は 86団体中 80団体(93%)、聖書勉強は 57団体
(66%)、信仰相談は64団体(74%)である。宗教活動が比較的
に高い。ここから、プロテスタント教系支援団体は宣教・
礼拝つまり宗教活動を一番大事にしていることが分かる
[キム 2007：66]。 
プロテスタント教側は外国人労働者を宣教の対象として
考えている。そこで彼らは宣教・礼拝と信仰相談で外国人
労働者たちがイエスを受け入れられるように助けている。
また、聖書勉強を通して正しい信仰生活を学び、いろいろ
な訓練プログラムにも参加させている。毎年お正月や中秋
休みを利用して信仰セミナーとキャンプなどの活動を行っ
ている[キム2007：68]。 
しかし、プロテスタント教側支援団体のすべてが外国人
労働者を宣教の対象として考えているわけではない。プロ
テスタント教系の支援団体の中で宣教・礼拝を主な活動と
してない 6個の支援団体がある[キム 2007：68]。その中の
3個の支援団体、光州外国人宣教センター、安山外国人労働
者宣教センター、仁川外国人労働者センターは進歩的性向
に分類されるキリスト教長老会所属である[キム2007：68]。
しかし、彼らが実施している活動が直接的な宣教活動また
宗教活動ではないとしても、最終的に宣教を目的にすると
いうことで団体名に「宣教センター」と明らかに示してい
る[キム 2007：68]。そして、外国人労働者福祉センターと
韓国教会女性連合会外国人女性労働者相談所、京南外国人
労働者相談所も宣教と礼拝より外国人労働者の現実問題を
解決するのに力を入れている[キム2007：68-69]。 
プロテスタント教の保守性向に所属する支援団体は外国
人労働者たちのための支援活動のうちで、宣教・礼拝など
の支援活動を一番重視しているし、外国人労働者たちを宣
教の対象として考えている。しかし、進歩性向に所属する
支援団体は労働相談やシェルター提供など人権保護側面を
もっと重視している[キム2007：70]。 
カトリック信者はプロテスタント信者の約 1/2 である。
しかし、外国人労働者のための全国の支援団体 118 団体の
中カトリック教側支援団体は 12 団体(10%)であり、プロテ
スタント教系支援団体は 86 団体(72%)で、カトリック側支
援団体はプロテスタント側支援団体の約 1/7 である。全体
信者数はカトリックとプロテスタントの比率は 1:2 である
が、外国人労働者支援団体数は 1:7 である。プロテスタン
ト側の支援活動はカトリック側の支援活動より活発的であ
るということが分かる[キム2007：70]。 
キムは韓国キリスト教社会問題研究院の資料を参考に以
下のように述べている。カトリック側支援団体は作業場で
起こる問題、賃金不払い、年金問題、暴行などの問題を相
談して作業場訪問、告発などをして補償を受けることがで
きるようにしている。聖書勉強は2団体(16%)、信仰相談は
4団体(41%)、出入国相談は6団体(50%)、ハングル教育は8
団体(66%)、シェルター提供は 7 団体(58%)、遠足キャンプ
は8団体(66%)の支援団体で実施している [キム2007：74]。 
カトリック教支援団体の名称を見ると個別教会の名称を
使わなくて、ほとんどが労働相談所や労働者センターにな
っている。ここから、カトリック側支援団体の活動は宣教
や宗教活動よりも外国人労働者の生活支援をするのに焦点
を当てているし、宗教が違っても気軽に尋ねることができ
るように工夫していることが分かる[キム2007：74]。 
外国人労働者支援のための必要な資金をプロテスタント
側は主に個別教会で募金している。一方、カトリック教支
援団体活動は各支援団体が所属する教区の支援で行ってい
るので常に不足している。そこで、カトリック教側は多く
の活動をするよりも一番緊急だと思われることを選んで行
う[キム2007：74-75]。 
 
第二節 キリスト教系支援団体の紹介 
◆ソウル外国人労働者センター(キリスト系支援団
体) 
 設立背景 
1991 年外国人産業研修生制度施行以降外国人労働者の国
内流入が急増したが、法的、制度的未成熟で外国人労働者
の人権問題が社会的イッシュになった。こういう社会的背
景でチィイパル牧師は外国人労働者たちの人権保護のため
に 1996年 8月 15日「ソウル外国人労働者センター準備委
員会」を構成して、1997年 9月 2日「ソウル外国人労働者
センター」を設立した。その後「ソウル外国人労働者セン
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ター」は「外国人労働者と一緒に」という名前に変えた[ユ
ン2007ａ:277]。 
「外国人労働者と一緒に」の設立目的は①外国人労働者
の人権保護、②外国人労働者のための労働・医療・生活相
談と支援活動、③外国人労働者問題に対する各種調査・研
究・言論広報活動、④緊急状況に置いた移住労働者のため
のシェルター提供で外国人労働者たちの人権保護と安定的
定着を目標として活動している[ユン2007ａ:277]。 
主要活動 
1) 外国人労働者たちの人権保護のための賃金未払い、産
業災害、暴力などによる被害相談と出国問題、家庭問
題、送金問題などの相談を行っている。また、外国人
労働者のための病院案内と医療費支援、そして泊まる
場所のない患者たちのためのシェルター運営をしてい
る[ユン2007ａ:277]。 
2) 韓国で生活して行くために基本的な韓国語教育とパソ
コン教育実施、労働教育、帰還教 
育、生活教育、技術教育などを実施している。また、母
国の人たちとの情報交流と親睦のための国別コミュニ
ティの集まりが構成できるように支援しているし、既
に構成されたコミュニティが上手く運営できるように
支援している[ユン2007ａ:277]。   
3) 外国人労働者人権のために間違っている法制度を改善
する運動を展開しているし、国内と国際団体とのネット
ワークを通して支援を行っている[ユン2007ａ:277]。 
4) 韓国社会の差別意識を無くすために中学生を対象に外
国人労働者たちが直接自分の国の文化を紹介する「隣国
学習教室」を行っている。また、ボランティア、一般市
民、外国人労働者と一緒に行う文化体験行事とその他体
育大会、野遊会、韓国文化体験など文化事業を行ってい
る[ユン2007ａ:278]。 
◆インドネシア人支援団体(教会支援団体) 
安山市内のインドネシア人社会の要になっているものの
ひとつにアンテオケ・インターナショナル・コミュニティ
(Antioch International Community。以下、AIC と略す)と
呼ばれるプロテスタント系の非政府組織がある。アンテオ
ケというのは聖書に登場する伝統地に由来する。もともと
はインドネシアだけでなく外国人の布教のための組織であ
ったが、      インドネシア人信者の数が増えたた
め次第にインドネシア人教会になった。AICは安山市元谷洞
に自前の礼拝施設と事務所を持ち、教会を中心として礼拝
などの宗教活動を行うほか、インドネシア外国人労働者を
対象とした各種相談業務も行っている。相談の内容は給与、
保険、医療、通訳・翻訳サービスに関するものが主で、安
山市の AIC の場合は韓国人の N 牧師と韓国語が堪能なイン
ドネシア人スタッフ M 氏によって無料で対応されている。
AICの運営資金は韓国の他のキリスト教会組織や、信者から
の献金によって賄われている [吹原 2009:36]。 
AIC のユニークな点はキリスト教系の組織でありながら、
イスラム教徒のインドネシア人にも門戸を開き、その支援
を行っていることである。具体的にいうと、不法就労のイ
ンドネシア人が母国への送金を韓国人の教会関係者に頼っ
て行っていることがまず挙げられる。また、特に在留資格
のない不法就労者の場合に、韓国では雇用側に足元を見ら
れ、給与の支払いがなされなかったり滞ったりすることが
あるが、そのような場合にも AIC に相談し、解決してもら
うことがあるという。さらに、倒産や解雇などのため職場
を追われ、生活に窮した外国人労働者に対しては、礼拝所
の一隅に寝泊りさせるなど、シェルターとしての役割まで
も担っている[吹原 2009:37]。 
現在のAIC安山の牧師はN牧師である。N牧師は以前ジャ
ワ島中部の古都ジョグジャカルタに語学留学したことがあ
り、礼拝時にも可能な範囲でインドネシア語を用いている。
N 牧師の日常はインドネシア外国人労働者の支援のために
東奔西走する毎日である。具体的には外国人労働者に対す
る賃金不払いや遅延などの問題が起きたときに、韓国語が
不得手なインドネシア人に代わって会社側と電話などで交
渉することは重要な役割の一つである。また、外国人労働
者が従事する3D労働の現場は事故やそれに伴う怪我の起こ
りやすい職場でもある。電話で医師と外国人労働者のコミ
ュニケーションの仲立ちをすることはよくあるそうである。
また、医療費支払いに伴って必要になる傷害保険や健康保
険に関する手続き等に関しても説明や書類の代理作成等の
支援も行っている[吹原 2009:37]。 
AIC の活動でユニークな点は韓国人信者との交流の機会
に比較的恵まれていることである。韓国では総人口の 30%
程度がキリスト教徒であるといわれるが、そうした背景か
らか、AICでも教会活動を通して韓国人とインドネシア人と
の交流がわりと活発に行われている[吹原 2009:38]。 
AICの場合、夏期休業期間の8月上旬には大型バスを貸し
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切っての国内旅行が毎年催行されるし、インドネシアから
提携関係にあるキリスト教会の団体が訪れた場合などは郊
外の研修施設などを借り切っての合同合宿が行われたりも
している。そうした活動の際にも韓国人の参加が見られる
[吹原 2009:38]。 
◆安山移住民センタ  ー
安山にキリスト教団体の大韓長老会が運営支援を行って
いる安山移住民センターという組織がある。このセンター
の設立は1994年で、外国人労働者が自律的に活動できるよ
うに支援を行っている。事業の内容としては生活・法律相
談、人権擁護のほかに医療共済などの福祉活動や多文化共
生のための文化事業などがある。外国人労働者自身がアジ
ア各国の情報をそれぞれの言語で新聞発行や放送制作する
などのユニークな活動も行っているという[吹原 
2009:38]。 
◆ヒニョン医療共済会(ソウル特別市衿川区禿山 1
洞) 
国民健康保険に加入することができず、医療機関を利用
することができない外国人労働者のための医療支援に取り
組んでいるのがヒニョン医療共済会である。同共済会は
1991 年に設立されたヒニョン宣教会(Jubilee Mission 
Fellowship/JMF)が 1995 年から実施している事業の一つで
ある。同宣教会は外国人労働者に対する宣教活動を行って
いる。同宣教会の代表はキリスト教の信者であるイ・マン
ヨル氏(淑明女子大学名誉教授)である[新田・三本松 
2010:68]。 
同宣教会のホームページには実施事業として「外国人労
働者宣教、相談奉仕、シェルター奉仕、無料診療、医療共
済会、北韓移住民相談所、文書宣教」が紹介されている。
同共済会の医療支援は 1)健康診断、2)無料診療、3)会員の
応急治療費支援、4)リハビリ治療、5)社会復帰という 5 つ
の事業として提供されている。同共済会では共済会員が
月々納める会費(2010 年１月末現在、8,000 ウォン)によっ
て、治療を必要とする会員に医療給付を行う相互扶助方式
をとっている。こうした相互扶助方式をとっているのは、
会員たちが自分の支払った金で他の人が助かること、他の
人が支払った金で自分が助けられることを大事にしている
からである。これを続けることによって、外国人も一人の
市民として韓国社会で生きていく認識が強まると思う、と
パク事務局長は話していた。また同共済会は、以前は政府
から財政的援助を受けていたが、2003 年から政府の支援を
受けないことを原則している。政府からの支援を受けない
で事業運営を続けていくことは財政的なことを考えると厳
しいことであるが、政府の考え方と同共済会との考え方が
合わないこともあり、事業運営の独自性を保つために政府
からの資金援助を受けていない[新田・三本松 2010:68]。 
財政面で事業を支えるのは、個人や企業、団体からの後
援である。2002年から2008年までは社会福祉共同募金会か
ら寄付を受けていた。また現代起亜自動車グループが 2004
年から社会福祉共同募金会を通じて外国人労働者の福祉事
業のための支援を行っており、ヒニョン医療共済会も同グ
ループの後援を受けている。2009 年は韓国移住労働者健康
家庭協会とヒニョン医療共済会に合わせて 5 億ウォンが寄
付されている[新田・三本松 2010:68]。 
以上のように、キリスト系支援団体の支援活動として共
通するのは、宣教礼拝、聖書勉強、信仰相談、労働相談、
出入国関連相談、ハングル教育、産業安全教育、ネットワ
ーク形成、各国共同体支援、労働組合支援、シェルター運
営、無料医療支援、遠足、政策提言(サイン)、法律相談、
美・理容サービス、パンフレットと地域新聞発刊、医療保
険証発行、外国人農場などである。その中でキリスト系支
援団体の特徴的な支援活動として、外国人教会支援、外国
人礼拝支援、仕事現場訪問相談、人格的シェルター提供な
どは行政と民間両方が踏み込めない部分だと考えられる。
また、未登録者支援は行政の踏み込めない部分だと考えら
れる。 
 
第三節 キリスト教会の特徴的な支援 
以下は個別教会と宣教会またキリスト系支援団体で行っ
ている特徴的な活動を類型別に整理した内容である。 
*外国人教会と外国人礼拝 
 現在外国人教会は全国に約40ヵ所と推算されている。一
般的に韓国教会で(外国人また外国語が可能である韓国人)
牧師や伝道師が礼拝を担当しているし、韓国教会や宣教機
関は背後支援する方法で運営している。現在、ソウルに約
5,6ヵ所のフィリピン教会が運営されているし、韓国教会は
経済的支援、物質的支援、人的支援などをしている。彼ら
は年に 2 回連合集合で集まって復興会と親交会など信仰を
固める集会を持つ。この時の費用はもちろん韓国教会と宣
教会が負担する[キム 2010：38]。また、韓国の大型教会
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では、外国人のために場所(教会内部)とボランティアを提
供して外国人礼拝を行っている。ネパール、モンゴル、パ
キスタン、フィリピンなどいろいろな言語で外国人のため
に礼拝を行っている[キム 2010：40]。 
 以上のように、キリスト系支援は生活上支援だけではな
く、外国人労働者たちが韓国での信仰生活が上手く出来る
ように支援していることが分かる。また、母国の人との情
報交換、感情交流の大切な集まりだと考えられる。 
*教会で運営しているシェルタ (ーオンヌリ Mission 
宣教会) 
作業場で事故に遭って仕事を失った際、職場でクビにな
った際、外国人労働者が安定して泊まりながら治療を受け
ることができるようにシェルターを提供している。また、
韓国に来て定着する前や帰国準備をする場合に居住地が必
要な人、産業災害に遭い、妊娠、賃金不払いなどで職場離
脱して避難所が必要な外国人労働者たちに一時的利用でき
るシェルターを提供している[キム 2004：21]。 
教会で運営しているシェルターは泊まるところだけでは
なく、食事提供、病気にかかった人たちのための医療支援、
心を癒す相談、賃金未払いの相談、法律問題相談なども行
っている。宗教活動としては朝天祈り会、夕方祈り会、聖
書勉強、土曜礼拝などの活動を行っている[キム 2010：41]。
生活用品と服装などのバザー会を行い、外国人労働者たち
が安く買えるようにしている。また、各工場を訪問して交
流と相談を行っているし、シェルターを必要としている人
たちに近づいて教会のシェルター を紹介している[キム 
2010：41]。 
2004年のキムのアンケートv調査によると、教会のシェル
ター利用における精神的満足感に対する質問で‛結構いい’
が64.1％、‛非常にいい’が30.2％、‛非常に悪い’が3.8％、
‛悪い’が 1.9％で、外国人労働者たちが教会のシェルター
利用に対して心の癒しや精神的満足感が非常に高いという
ことが分かる[キム2004：35]。 
以上のように、教会で運営しているシェルタ  ーは暴力に
遭った結婚移住女性たちのために運営している行政のシェ
ルター、泊まるところだけ提供して目の前の困難を解決し
ようとする民間団体のシェルターと質的に違うと考えられ
る。キリスト系シェルターは精神的に安定できるように信
仰相談といろいろな宗教活動、食事提供と生活用品なども
提供し、外国人労働者たちに家族的な雰囲気、精神的安定
などかなり人格的シェルターviを提供していると考えられ
る。 
*外国人労働者の葬儀支援 
 国内行旅者たちは市庁や区庁などの行政機関で死体を処
理したのが、外国人行旅者に当該する外国人労働者の死体
に対する処理規定はまったくないのでキリスト系外国人労
働者支援団体によって外国人労働者葬儀が行われてきた。
具体的な例として城南外国人労働者の家によって1994年か
ら 1997 年まで外国人労働者の葬儀が約 150 件行われたし、
これは月４件に該当される。彼らの多くはバングラデシュ
と中国朝鮮族であるし、その中過半数は産業災害で、約20%
は病気で死亡した。葬儀で家族連絡、死体安置、補償対策
処理、遺骸送還まですべての過程でかかる費用は最低 400
万ウォンである。葬儀の費用が高いので支援団体は経済的
に難しい状況に置いてある [ソン2006ｂ:44]。 
 以上のように、2004 年雇用許可制が実施されるまではほ
とんどの外国人労働者葬儀はキリスト系支援団体が行われ
てきたと言っても過言ではないと考えられる。 
*外国人農場と文化空間提供 
 外国人労働者農場は安山外国人労働者センターで行って
いるプログラムで国際結婚家庭と韓国で滞在している外国
人労働者中で療養が必要な者たちのために提供している。
特にシェルターで休んだり、仕事を一時的にできなくなっ
た外国人労働者たちが自ら昼の時間を健康的に過ごすこと
ができるように、農場で仕事ができるプログラムである。
しかし、農場で働いているのは本人の意思によって行われ
る。仕事が終わってからは心と精神健康のために‘分かち
合う時間’あるいは‘楽しい時間’を持つ[ウォン 2001：
57]。 
外国人労働者の母国共同体の出会いの場所を提供してい
るし、無料で自由に利用できる休憩の場所を提供すること
で TV、映画鑑賞、読書、パソコン利用、趣味教室など余暇
生活を楽しめるように助けている[キム 2004：22]。 
以上のように、キリスト系支援団体では生活支援はもち
ろん精神的支援も重視していることが分かる。 
*精神的安定 
 キリスト系支援団体と宣教会、教会、牧師、信者たちは
外国人労働者にどういう影響を与えているか、宗教活動は
精神的安定にどんな役割を果たしているか、以下にあるア
ンケート調査を検討してみよう。 
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キムウンギョンは2004年のアンケート調査から次のよう
な結果を記している。キリスト系支援団体サービスの中満
足度が一番高いサービスの順で宗教活動46.6%、医療サービ
ス 17.1%、相談サービスと韓国語教育 8.9%、シェルター利
用 6.8%、文化行事 4.2%、パソコン教育 2.7%であった[キム 
2004:31]。 
以上のように、キムウンギョンの2004年アンケート調査
の結果からキリスト系支援団体で提供している宗教サービ
スはその満足度が非常に高いということが分かった。また、
上記のように、教会や宣教団体で提供しているシェルター
は精神的満足感が約95%に達っている。これは、キリスト系
支援団体で提供しているシェルターは信仰相談、聖書勉強、
礼拝、朝天祈り会など宗教活動を行っているからである。
つまり、キリスト系支援団体で行っている宗教活動は心の
癒し、精神的安定、精神的満足感に大きな役割を果たして
いると考えられる。 
*信頼性 
 韓国でキリスト教信者と牧師は外国人労働者にどのぐら
い信頼されているか。以下に一つの例とキムウンギョンの
2004 年アンケート調査の結果からその信頼性を確認してみ
よう。 
 不法滞在外国人労働者が母国の家族に送金する場合、不
法滞在という理由で自分では送金できない。昔は同僚や知
り合いの韓国人たちに頼む場合が多かった。しかし、他の
人たちに頼むと詐欺される場合が多く発生した。そこで、
現在はキリスト系外国人労働者支援団体、特に牧師に頼む
ケースが多い[ソン2006ｂ:45]。 
キムウンギョンの2004年アンケート調査の結果を見てみ
よう。韓国生活で各種問題が発生した時に対処方法として
は「所属している教会に行って相談する」が56.2%で一番多
いし、「母国の友達と話す」が 20.9%、「職場の同僚と話す」
が 15.1%、「誰にも言わないで我慢する」が 5%順である[キ
ム2004：35]。また、問題を解決するために相談対象として
「宗教人」が49.0%で一番多い、次いでは「外国人労働者相
談所の専門相談者」28.9%、「職場上司と職場同僚」が 9.6%
である[キム2004：36]。 
以上のように、外国人労働者たちが問題に遭った際、問
題を解決するために教会やキリスト教信者を相談対象とし
てする外国人労働者が多い。外国人労働者たちの相談対象
となっているということは、キリスト教信者は外国人労働
者に信頼性が高く、教会また宣教団体で行われている相談
は外国人労働者たちの心の癒し、精神的支えになる役割を
果たしていると考えられる。 
 
第四節 考察 
 キリスト系信者たちが外国人労働者を支援している一番
大きな理由は聖書の教えである。 
聖書で述べているイエスの愛を世の中で実践しようとする
意志があるからである。そこで、キリスト系支援団体は合
法不合法問わず支援を行っている。特に、行政の踏み込め
ない部分や不法滞在労働者に対して積極的に支援している。 
先述したとおり、韓国において2004年まで外国人労働者
に対する支援は 100%キリスト系支援団体と教会、民間市民
団体によって行われてきた。さらに、2000 年度の韓国キリ
スト教社会問題研究院の研究によると 91.6%がキリスト系
支援団体であった。韓国におけるキリスト系支援団体はそ
の数が絶対的に多い。つまり、2004 年に雇用許可制が実施
されるまで、外国人労働者に対する支援はほとんどキリス
ト系支援団体が行ってきたと言っても過言ではないと考え
られる。また、韓国で最初に社会的弱者である外国人労働
者に関心を持って支援していた団体もキリスト系支援団体
である。外国人労働者に対して一番早い時期に支援してい
たこととその数が絶対的に多いということでキリスト系支
援が外国人労働者支援に大きな役割を果たしていたといえ
ると考えられる。 
キリスト系支援団体の一番早い時期支援とその数が絶対
的に多いという理由を考えてみよう。その理由としていく
つか考えられる。一つ目、最初に社会弱者である外国人労
働者に関心を持って支援していた一番大きな理由は聖書の
教えであると考えられる。二つ目、キリスト系支援団体の
数が絶対的に多いという理由は韓国で人口の約 30%がキリ
スト系信者であるし、信者が多いほど信者からの献金が多
い。そこで、多くの信者からの献金によって数多くのキリ
スト系支援団体が運営できるのではないかと考えられる。
三つ目、韓国国民日報の報道によると、韓国で多様な支援
団体で活動している人たちは団体や職責と関係なく、キリ
スト教信者が一番多いと述べている。これによると、多く
のキリスト教信者はキリスト系支援団体のボランティアと
して確保できる十分な人材力を持っているといえると考え
られる。これは多くのキリスト系支援団体が運営できるも
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う一つの理由ではないかと考えられる。 
先述したとおり、外国人労働者の不安感が深刻である。
キリスト系支援団体と教会、宣教会は外国人労働者たちが
韓国で信仰生活が上手く出来るように外国人教会、外国人
礼拝という形で支援している。多くの教会や宣教団体では
宣教を目的で英語礼拝や各国別で礼拝共同体を設立して母
国語で礼拝ギョンを行っている。また、聖書勉強と家庭や
職場訪問を通した宣教活動を行っている。のアンケート調
査によると、外国人労働者たちはキリスト系支援団体が提
供する宗連休などを利用して宣教やセミナーなども行って
いる[キム 2004：20]。2004 年キムウン教活動に非常に満
足しているし、心の癒しと精神的安定に大きな影響を受け
ていることが明らかになった。ここから、キリスト系支援
団体で行っている宗教活動は外国人労働者の不安感を癒す
効果があるということが新しく明らかになった。 
外国人労働者たちは家族と離れて外国で寂しく働いてい
る。韓国のキリスト系支援団体は外国人労働者たちが家族
的な雰囲気で過ごせるようにいろいろ工夫している。韓国
でキリスト系支援団体は外国人労働者にとって家族と同じ
ような存在の役割をしていると考えられる。その理由とし
て以下のように説明したい。 
1) 先述したとおり、外国人労働者たちが問題に遭った際、
問題を解決するために教会やキリスト教信者を相談対
象とする者が多い。これは、教会やキリスト教信者は
外国人労働者にとって一番信頼できる家族のような存
在であるということが分かる。 
2) 先述したとおり、キリスト系シェルターを利用してい
る外国人労働者たちの精神的満足感が非常に高いとい
うことが2004年キムウンギョンのアンケート調査で明
らかになった。これは、キリスト系シェルターは精神
的安定できるように信仰相談といろいろ宗教活動、食
事提供と生活用品なども提供しながら外国人労働者た
ちに家族的な雰囲気、精神的安定など比較的人格的シ
ェルター提供しているからであると考えられる。以上
のように、キリスト系シェルターは実家のような存在
であるし、教会やキリスト教信者は家族のような存在
である。 
3) 韓国でキリスト系支援団体は職場訪問、家庭訪問など
で信仰相談、悩み相談を行っている。これは個人的な
問題を相談できるチャンスであるし、唯一のチャンス
ではないかと考えられる。これはキリスト教の個人個
人の魂を重視している宗教性を表している。 
行政と民間団体で行っている相談と違って、ストレス
を解消できる相談、心癒しの相談 
で精神的支えになる家族のような役割を果たしている
と考えられる。 
4) 教会では外国人労働者が入院した際、介護、お見舞い
などボランティア活動を行っている。交通事故に遭っ
た際、現場での支援も行っている。いくら遅い時間で
も電話がかかってきたらすぐ現場に向かい、現場通訳
と病院通訳、入院手続きなどの支援を行う[キム 
2004：57]。以上のように、韓国でキリスト教徒は外国
人労働者にとって家族のような存在である。行政と民
間団体はこういう個人事情による支援は出来ない。行
政と民間の両方が踏み込め 
ない部分にたいしてキリスト教徒は家族のような存在
でその役割を果たしている。 
以上のように、キリスト系支援団体は家族のような精神
的支えになる存在である。 
外国人労働者人権のために間違っている法制度を改善す
る運動を展開している。1996 年秋プロテスタント教とカト
リック教は各 6 万名のサイン部を添付して国会に外国人労
働者法制度を改善するデモなどを起こした[ソン 2006
ｂ:35]。また、キム牧師は代表として、公聴会や署名活動
を実施し、法整備を訴えるデモなどを起こした。以上のよ
うに、キリスト系支援団体とキリスト教信者たちは外国人
労働者法制度を改善することに積極的である。 
先述したとおり、韓国での信仰生活を通して、韓国人信
者と母国の信者との交流の機会に比較的恵まれている。母
国の人たちとの交流で必要な情報入手が出来る。また、母
国の人との情報交換、感情交流の大切な集まりだと考えら
れる。教会での信仰生活は毎週行っているので、韓国人と
母国の友達との交流は毎週定期的行われている。こういう
定期的な交流は情報入手よりも、家族と別れて働いている
外国人労働者たちが寂しくないようにする役割を果たして
いると考えられる。また、2004 年キムウンギョンのアンケ
ート調査結果から外国人労働者たちが宗教活動に非常に満
足しているということで、毎週教会での集まりは心癒しの
場ではないかと考えられる。こういう精神的な部分は行政
と市民団体の両方が踏み込めない部分だと考えられる。 
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第六章 結論 
韓国行政の外国人労働者支援は限界があると考えられる。
上記のように、その理由をもう一回簡単に述べてみよう。
一つ目、行政の支援は適法労働者に限られている。二つ目、
韓国政府は在韓外国人のうち 10%に過ぎない結婚移住者に
対しては関心を持っているし、積極的に支援しているが、
いずれ国に戻る外国人労働者に対しては、本気で外国人労
働者を人間として支援しようとする姿勢が見えない。三つ
目、外国人労働者を支援する部署である労働部に配分され
た予算が非常に少ないということで、政府の予算が非常に
限られていることである。四つ目、行政で行われている支
援は一般的問題を解決する支援である。私的問題に対して
助けてもらうのは困難のようである。 
次に、行政の踏み込めない部分に対する市民支援団体の
役割を検討してみよう。 
1)行政の支援は適法労働者に限られているが、民間支援団
体は合法滞在者だけではなく不法滞在者に対しても支援を
行っている。 
2)民間団体は政策提言に積極的であり、労働政策や制度の
改善につなげている。つまり、政府の不当な外国人労働者
政策を指摘し、監視している大切な役割を果たしている。 
 最後にキリスト系支援団体について行政と市民団体の両
方が踏み込めない部分について検討して見よう。キリスト
系支援団体は市民支援団体がしている事業以外に宗教活動
など特徴な活動を行っている。以下にキリスト系支援団体
で行っている特徴な活動、行政と市民支援団体の両方が踏
み込めない部分について述べてみよう。 
1) 年代別に見てみると、先述したとおり 1987-2004 年間
はほとんどキリスト系支援団体が外国人労働者を支援
してきた。また、韓国で一番早い時期に外国人労働者
を支援してきた支援団体もキリスト系支援団体であっ
たし、その数も相当に多い。つまり、1987-2004年間に
キリスト系支援団体の役割は大きいと言える。 
2) 信仰生活、毎週礼拝など宗教活動を通して、韓国人、
母国の友達との交流機会になり、情報入手が出来る。
2004 年キムウンギョンのアンケート調査によると、キ
リスト系支援団体の宗教活動は外国人労働者の不安感
を癒す効果があると明らかになった。また、毎週の礼
拝は感情交流の大切な場でもあり、家族と離れて働い
ている外国人労働者にとって毎週の礼拝は心癒しの場
ではないかと考えられる。毎週の定期的な礼拝は精神
的バランスを保つようにする役割をしていると考えら
れる。 
3) 先述したとおり、人格的シェルター提供、家庭訪問、
職場訪問、介護、交通事項など個人事情によって助け
てもらうことなど、キリスト系支援団体は家族のよう
な精神的支えになる存在であると考えられる。 
4) 先述したとおり、外国人労働者に対する予算が非常に
限られている。外国人労働者支援も予算の範囲以内で
支援している。その予算を超える部分に対して、人口
の 30%であるキリスト信者の献金によって行われてい
ると考えられる。理由は、キリスト教系支援団体は積
極的であり、その数も相当に多い。もう一つは、民間
支援団体としても、代表が牧師になっている場合が多
い、ボラティアたちもキリスト信者が多いからである。 
上記のように、キリスト教系支援団体は行政と民間団体
の両方が踏み込めない部分、心癒しなど精神的安定できる
ように役割を果たしているし、個人事情によっていつ、ど
こでも助けてもらえる家族のような役割も果たしている。
また、行政の非常に限られている予算その足りない部分に
対して、キリスト信者の献金によって行われている。韓国
における、外国人労働者支援に対して、キリスト教系支援
団体は非常に大切な存在である。 
 
 
                                                   
i 韓国の学力構成比(1995年)は以下のURLを参照のこと。
学力構成比(1995年)は韓国統計庁によって統計された数字
である。 
 http://blog.naver.com/nsj0907/140000276706  (2012年
12月19日閲覧) 
ii 韓国で 2007年 3月 4日から実施した訪問就職制は 25歳
以上の中国と旧ソ連朝鮮族に対して 3 年間有効ビザ(H2)を
発行する。有効期間は最大４年10か月まで延長できる。H2
ビザで韓国での就職する際、就職教育と求職申請など手続
を通して出入国管理法施行令で定めた単純労働分野での就
職が可能である。 
http://www.moj.go.kr/HP/MOJ03/menu.do?strOrgGbnCd=10
0000&strRtnURL=MOJ_50307000(2012年12月19日閲覧) 
iii「簡易帰化」は「普通帰化」に比べ、帰化条件が多少緩和
されているのが特徴である。ある一定の条件を満たす人に
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限り、帰化条件のうちいくつかの条件が緩和、免除される。 
iv圧搾機という意味である。 
v アンケート調査は2004年3月20から2004年4月25日ま
でソウルとギョンギ城南市、ヨンイン市、ハナム市に位置
している教会と宣教団体の支援を受けている外国人労働者
に直接会ってアンケートを配分して回収した。アンケート
は韓国語と英語で作られている。アンケートは総 280 部を
配って、回収されたアンケートは 153 部、国別で中国 35,
フィリピン 37,バングラデシュ 36,スリランカ 14,モンゴル
12,ロシア 19 である。これを最終分析資料として使用した
[キム 2004：24]。 
vi人間が人間なりに生きていけるように物質的な支援だけ
ではなく、精神的に安定できるようにするシェルターであ
る。 
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表 1 在留外国人数と人口に占める比率の推移 
区分   年度    2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
在留外国人(人) 1,066,273 1,158,866 1,168,477 1,261,415 1,395,077 
人口(人) 49,268,928 49,540,367 49,773,145 50,515,666 50,734,284 
人口対比在留外
国人比率(%) 
2.16% 2.34% 2.35% 2.50% 2.75% 
出典：[法務部出入国・外国人政策本部 2011：252] 
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表 2 在留外国人 資格別・年度別現状                  (単位：人) 
区分   年度 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
総計 1,066,273 1,158,866 1,168,477 1,261,415 1,395,077 
査証免除(B-1) 30,615 29,959 31,118 32,365 36,639 
観光通過(B-2) 54,011 69,211 69,325 71,490 88,976 
短期商用(C-2) 43,741 38,653 31,076 26,795 19,377 
短期総合(C-3) 67,004 60,985 59,088 64,150 68,104 
短期就職(C-4) 1,036 957 715 712 679 
留学(D-2) 41,780 52,631 62,451 69,600 68,039 
産業研修(D-3) 25,903 17,563 13,325 5,350 4,324 
一般研修(D-4) 20,056 22,956 19,923 37,809 36,819 
宗教(D-6) 1,875 1,814 1,651 1,571 1,592 
駐在(D-7) 1,483 1,413 1,492 1,530 1,646 
企業投資(D-8) 8,109 8,356 7,907 7,557 7,405 
貿易経営(D-9) 2,431 2,872 3,282 4,477 4,472 
教授(E-1) 1,279 1,589 2,056 2,266 2,474 
会話指導(E-2) 17,721 19,771 22,642 23,317 22,541 
研究(E-3) 2,318 2,057 2,066 2,324 2,606 
芸術興行(E-6) 4,421 4,831 4,305 4,162 4,246 
特定活動(E-7) 7,175 8,405 8,896 10,712 14,397 
非専門就職(E-9) 175,001 190,777 188,363 220,319 234,295 
船員就職(E-10) 2,900 4,314 5,207 6,716 9,661 
訪問同居(F-1) 55,294 45,258 45,632 42,212 45,092 
居住(F-2) 118,994 130,290 132,329 138,669 138,418 
同伴(F-3) 13,122 13,665 14,652 15,409 17,607 
在外同胞(F-4) 34,695 41,732 50,664 84,912 136,702 
永住(F-5) 16,460 19,276 22,444 45,475 64,979 
其他(G-1) 3,979 3,950 3,806 4,045 4,988 
訪問就職(H-2) 228,686 299,332 306,283 286,586 303,368 
其他 86,184 66,249 57,777 50,885 55,631 
出典：[法務部出入国・外国人政策本部  2011：253] 
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表 3 年度別・国家別不法滞在者現状                   (単位：人) 
区分 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 
総計 223,464 200,489 177,955 168,515 167,780 
中国 102,426 93,210 82,484 76,566 67,034 
ベトナム 14,992 15,849 14,664 15,440 18,876 
タイ 14,887 14,346 12,383 12,408 14,095 
フィリピン 14,420 13,045 11,834 11,256 11,863 
モンゴル 14,153 13,672 12,270 10,883 9,668 
アメリカ 5,947 3,690 4,057 4,843 7,476 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 8,473 5,469 4,955 4,746 5,718 
ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ 8,473 8,374 7,091 5,729 5,028 
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼ 10,464 8,200 6,345 5,507 4,979 
パキスタン 4,550 3,515 2,990 2,979 3,373 
スリランカ 3,172 2,607 2,092 1,940 2,615 
ネパル 2,956 2,294 19,89 1,805 1,759 
カンボデア 688 700 975 1,091 1,314 
其他 20,381 15,518 13,826 13,322 13,982 
出典：[法務部出入国・外国人政策本部 2011：637] 
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表 4 外国人勤労者支援センターの活動内容[新田・三本松 2010：67] 
 相談事業 教育事業 文化事業 その他支援事業 
事 業 内
容 
外国人労働者と雇
用主に対する苦情
相談と葛藤解決相
談 
外国人労働者の国
内滞在期間、帰国
後の安定的な滞在
と雇用安定のため
の雇用主、勤労者、
地域住民を対象と
した教育 
各種文化イベント
開催を通した韓国
と多文化間の間隔
縮小と外国人労働
者たちの共同体活
性化支援 
固有のセンター
機能以外に顧客
の欲求を満足さ
せる活動 
外 国 人
勤労者 
賃金、退職金、労
災、暴力、医療、
死亡、出国、滞在、
外国人登録証、外
国人保険など相談 
韓国語、パソコン、
テキォンド、ハプ
キド、法律、安全、
美容、生活適応、
多文化家族子女対
象 韓国語教育 
国家別建国記念日 
イベント支援 
韓国健康記念日イ
ベント参加 
無料診療 
生活体験 
法律、生活相談 
美容、理容 
雇用主 雇用許可制相談 
移動相談と事業所
訪問相談 
雇用許可制 
異文化理解 
労働法 
地域住民招待 
国家別文化イベン
ト 
通訳支援 
地 域 住
民 
 地域住民外国語 
移民計画者のため
の文化、各国料理
実習、ホームステ
イ、留学準備支援 
地域住民招待 
国家別文化イベン
ト 
 
 
センター施設開
発 
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表５ 外国人労働者に対する社会保険[佐野 2010ｂ：55] 
 保険名 適用状況 概要 
１ 労災保険 当然適用 常時労働者１人以上の事業又は事業場。 
ただし農林漁業は５人以上 
２ 健康保険 当然適用 使用者及び外国人労働者は国民健康法により加入義
務。 
３ 雇用保険 任意加入 常時労働者１人以上の事業又は事業場で外国人労働
者と企業が望む場合に限り、任意加入。 
（2006年１月１日から施行） 
４ 国民年金 相互主義 相互主義に基づいて、外国人に対して当然適用され
る国の労働者に対してのみ適用。 
５ 出国満期保険 義務加入 常時労働者 5人以上の事業又は事業場。 
６ 賃金未払い保証保
険 
義務加入 賃金未払いに備えて、事業主が義務加入。 
賃金未払い事件を早急に解決し、外国人労働者の事
業場の移動等の円滑な雇用管理を図る。 
賃金未払いの保証金額：最高 200万ウォン。 
外国人労働者１人当たり保険金 16,000ウォン。 
出所：韓国産業人力公団ウェブサイト（http://www.hrdkorea.or.kr）より作成 
【注】佐野は韓国産業人力公団ウェブサイトより上記のような表を作った。 
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表 6 外国人移住・労働運動協議会の相談内容と件数[佐野 2010ｂ：64] 
  総計 賃金不
払い 
産業
災害 
出入
国・
在留 
事業
場の
変更 
医療 詐
欺・
暴行 
生活
法律 
その
他 
シェル
ター 
医療 
1 慶南外国人
労働者相談
所 
1,648 375 49 23 56 1,051 14  80   
2 光州外国人
労働者セン
ター 
128 62 6 4 36 7 2  11 2,025  
3 光州外国人
労 働 者 の
家・中国同胞
の家 
1,244 75 11 14 358 664 4  118 5,577  
4 金海 YMCA
外国人労働
者支援セン
ター 
153 89 2      62 55  
5 南楊州シャ
ロームの家 
107 49  21 9 8   20   
6 大田外国人
移住労働者
総合支援セ
ンター 
482    49 59  275 99  926 
7 木浦移住外
国人相談セ
ンター 
841 141 91  216   63 330   
8 富川移住労
働者福祉セ
ンター 
221 45   124 29   23 70  
9 ソウル外国
人労働者セ
ンター 
140 66 4 23 9    38 44 80 
10 ソウル外国
人労働者の
5,502 3,284 368 357 727  107  659 318  
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家・中国同胞
の家 
11 城南外国人
勤 労 者 の
家・中国同胞
の家 
1,863 398 61 228 281 257 35 38 565 1,700 2,738 
12 城東外国人
勤労者セン
ター 
656 156 43 65 62 156   174  595 
13 シフン市外
国人福祉セ
ンター 
1,324  40 87 136   61 1,00
0 
 891 
14 アサン外国
人労働者支
援センター 
293 106 14 43 56 20  49 5   
15 ヨンイン移
住労働者シ
ェルター 
840        840 180  
16 外国人移住
労働者人権
のための集
まり 
229 155 18      56   
17 全北外国人
移住労働者
支援センタ
ー 
804 276 47 71 163    247  840 
18 キリスト教
会富川ナヌ
ムの家 
299 118 88  36    57  184 
19 韓国移住女
性人権セン
ター 
600         120 240 
20 韓国住民健
康協会 
          325 
 総計 17,374 5,395 842 936 2,31
8 
2,251 162 486 4,38
4 
10,089 6,819 
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表７ 外国人労働者支援団体の分布現状[キム 2005：20] 
 数(団体) 比率 
プロテスタント 96 81.4% 
カトリック 12 10.2% 
仏教 2 1.7% 
イスラム教 1 0.8% 
一般 市民・社会団体 17 14.4% 
累計 118 100% 
出所：外国人労働者権益のために活動している団体住所録（2000 年韓国キリスト教社会問
題研究院） 
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表８ 外国人労働者のためのプロテスタント教とカトリック教の支援団体の主な活動 
 プロテスタント(86 団
体) 
カトリック(12団体) 
宗教 
活動 
宣教・礼拝 80団体(93%) 7団体(58%) 
聖書勉強 57団体(66%) 2団体(16%) 
信仰相談 64団体(74%) 4団体(41%) 
 労働 相談 活動 
(賃金不払い・産業災害・法律・暴行) 
72団体(83%) 12団体(100%) 
出典：外国人労働者権益のために活動する団体住所録(韓国キリスト教社会問題研究院、
2000)[キム 2007:65] 
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